
 
公益社団法人 埼玉県宅地建物取引業協会 

令和８年度 事業計画書 
 

自：令和８年４月 １日 
至：令和９年３月３１日 

 
政府の経済財政運営によれば、「強い経済を実現する総合経済対策」に基づき、生活者に対する食

料品の物価高騰に対する支援を措置するとともに、中小企業・小規模事業者に対する賃上げ環境の
整備等を取り組むことにより、安定的な物価上昇とそれを上回る持続的な賃金上昇が実現する「成
長型経済」への転換を図る方針である。 

また、国土交通省の施策においては、所有者不明土地・低未利用土地の円滑な利活用や適性管理
を推進するため補助対象事業を拡充して支援するとの方針である。 

このような状況のもと、より一層の健全な協会運営に努めるとともに、会員目線による業務支援
推進や入会者数拡大、組織財政改革による組織運営の効率化及び財政健全化を図るために積極的か
つ迅速に取り組む。さらに、昨年度より新たな公益事業の柱となった宅地建物取引士資格試験業務
を適正かつ確実に実施する。また、不動産無料相談や法律相談などを通じた消費者支援や、行政と
連携した空き家・空き地対策などを継続して積極的に推進していく。 

事業計画については、以下の内容に基づいて適正に取り組んでいきたい。 
 

公１事業(相談・情報提供事業) 

(1)宅地建物取引に関する相談・助言  
ｱ 不動産無料相談員による一般相談 
①本部常設不動産無料相談所を年 240 回実施 
②支部不動産無料相談所の支援 
③不動産無料相談員研修会の開催 
④不動産無料相談所の周知 
⑤地方公共団体及び関係諸団体との連携強化 
⑥保証協会埼玉本部との連携 
⑦不動産無料相談所の活用による空き家・空き地解消の促進  
ｲ 弁護士による不動産法律相談 
①弁護士不動産法律相談を年 24 回実施 
 
(2)宅地建物取引に関する普及啓発  
ｱ セミナーによる普及啓発 
ｱ-1 ハトマーク不動産セミナー 
①一般消費者対象の研修会を年 4回開催 
②ハトたまクラブの普及促進及びサービス利用者に対するセミナー開催案内等の情報提供  
ｱ-2 宅建オープンセミナー（※支部事業として支部事業計画に記載） 
①宅建オープンセミナー（支部主催）の開催予定・状況の把握  
ｲ 展示会（不動産フェア）による普及啓発 
①不動産に関する情報提供 
 
(3)宅地建物取引業法及び関係法令、業者の情報提供  
ｱ 宅建業開業支援セミナーにおける情報提供 
①県内就業支援にかかる宅建業開業希望者へ開業手続き等情報提供（電話・来所・宅建業開業支援

セミナー・電子メール・協会ホームページ・入会促進 PR 動画）  
ｲ 広報誌・ホームページ・新聞等における情報提供 
①広報誌・ホームページ・SNS・メディア等を通じて、関係法令の周知、業者情報の提供、宅地建物

取引に関する正しい知識の普及・啓発等の活動を実施 
②広報誌「宅建ニュース」等の媒体を通じた一般消費者向け不動産取引に関する情報提供を実施 
③会員業者情報ホームページ提供  
ｳ 本支部事務所における情報提供 
①本部事務局窓口及び電話による各種申請・宅建業法等法令の情報提供 
 
(4)宅地建物取引に関する調査・資料収集・情報提供  
ｱ 不動産流通標準情報システム（レインズ） 
①指定流通機構の運営参画  
ｲ 不動産統計情報サイト（ハトマークサイト） 
①全宅連統計データシステム運営参画、ハトマークサイトの普及促進 
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公２事業(法令遵守・人材育成事業) 

(1)宅建業者法令遵守指導・助言  
ｱ 法令遵守指導 
①法令遵守指導等に関する規程に基づいた法令遵守指導の実施 
②法令遵守指導員研修会の開催 
 
ｲ 不動産広告に係る関係規約等の遵守・啓発 
①不動産の表示に関する公正競争規約の普及・指導 
②公正競争規約指導員養成講座の開催 
 
ｳ 宅地建物取引業法違反者に対する指導 
①宅地建物取引業法及びその他関係法令等の周知、遵守指導 
②会員の監督処分等に対する指導・助言 
 
(2)専門的知識・技能の普及等の人材育成事業  
ｱ 宅地建物取引業者等対象研修会 
ｱ-1 宅建業者法定研修会 
①宅地建物取引業法 64 条の 6 及び同法 75 条の 2 に基づく研修会を 4 会場で実施（集合研修と Web

研修を併用して実施） 
 
ｱ-2 宅建業法令研修会（※支部事業として支部事業計画に記載） 
①宅建業法令研修会（支部主催）の開催予定・状況の把握 
 
ｱ-3 新規免許取得者研修 
①宅地建物取引業免許の新規取得者等を対象とした研修会の実施 
 
ｲ 宅地建物取引士法定講習会等 
ｲ-1 宅地建物取引士法定講習会 
①全宅連 Web 講習システムを利用した講習会受付と Web 講習会を 16 回実施 
②座学による宅地建物取引士法定講習会を 12 回実施 
③Web 書類請求システム及び本部窓口による宅地建物取引士法定講習会申込受付 
④広報誌、協会ホームページ、期間満了予定者に対するダイレクトメール発送による宅地建物取引

士法定講習会の周知 
⑤宅地建物取引士証のプラスチックカード化への対応 
 
ｲ-2 宅地建物取引士資格の登録申請書等受付・届出周知・励行 
①宅地建物取引士資格登録申請書の受付、書類確認、送付事務 
②宅地建物取引士登録移転申請書の受付、書類確認、送付事務 
③宅地建物取引士資格登録簿変更登録申請書の受付、書類確認、送付事務及び提出の指導 
④宅地建物取引士証交付申請書、書換え交付申請書、再交付申請書の受付、書類確認、送付事務、

宅地建物取引士証の交付事務、返納受付及び送付事務 
⑤国土交通省手続業務一貫処理システム（eMLIT）で本会に提出された各種申請への対応 
⑥宅地建物取引士資格登録等申請者に対する業法違反事例等の資料配布 
 
(3)国・地方公共団体・関係諸団体等との連携協力 
ｱ-1 宅地建物取引士資格試験業務の実施 
①試験会場等の確保（試験会場、試験案内の配布場所） 
②試験案内の配布 
③各種照会への対応（試験案内の配布場所、受験申込受付期間等） 
④受験申込受付（インターネット及び郵送による受験申込受付に係る審査・整理） 
⑤試験監督員等の手配等（試験監督員等の選任、試験監督員説明会の開催等） 
⑥公共機関等との連絡調整（試験会場管轄の警察署・消防署、関係公共交通機関等） 
⑦試験当日の事務（会場運営、試験監督、解答用紙の確認・送付、受験者数の報告等） 
 
 
公３事業(地域社会貢献・発展・振興事業) 

(1)一般消費者の住環境・住生活向上を図る地域社会の健全発展・振興  
ｱ 緑化・環境対策事業 
ｱ-1 トラスト基金等自然環境保全及び地域環境美化活動 
①さいたま緑のトラスト基金へ寄附 
②地域の環境美化・浄化対策への協力支援 
③屋外広告物法及び埼玉県屋外広告物条例の遵守徹底 
 
ｱ-2 地球温暖化防止のための意識・啓発 
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①太陽光発電システムによる環境保全・普及促進活動 
②ナチュラルビズの実施 
 
ｲ 防犯対策・暴力追放事業 
①埼玉県防犯のまちづくりに関する協定に基づく活動 
②広報誌・ホームページ・SNS・メディア等を通じた地域防犯、災害対策等の周知・啓発 
③危険ドラッグの販売等の防止に関する協定に基づく活動 
④民事介入暴力事案の連携に関する協定に基づく活動 
ｳ 地域社会の健全な発展事業 
ｳ-1 震災被災者支援 
①震災時の民間賃貸住宅提供に関する協定に基づく活動 
 
ｳ-2 住宅確保要配慮者へ賃貸住宅供給支援 
①埼玉県あんしん賃貸住宅等登録制度への協力 
②埼玉県住まい安心支援ネットワークへの協力 
 
ｳ-3 産業廃棄物不法投棄の情報提供事業協力 
①廃棄物不法投棄の情報提供事業への協力 
 
ｳ-4 AED(自動体外式除細動器)普及啓発 
①AED（自動体外式除細動器）の普及促進活動 
 
ｴ 地域社会の振興事業 
ｴ-1 市民祭等参加とチャリティ募金寄付等事業（※支部事業として支部事業計画に記載） 
 
ｴ-2 スポーツ振興 
①浦和レッズとの協定に基づいたスポーツ振興による地域社会の健全な発展 
 
ｴ-3 地域住民対象イベント等開催（地域発展・振興への啓発） 
①広報誌・ホームページ・SNS・メディア等を通じた地域振興、環境保全啓発、公共制度の周知や意

識喚起 
 
ｴ-4 公共団体へ代替地情報、企業誘致物件情報提供等の支援等 
①埼玉県や地方公共団体等による空き家対策への協力 
②空き家の持ち主応援隊（埼玉県空き家管理事業者登録制度）の実施及び埼玉県との連携 
③移住・定住促進事業への協力 
④埼玉県や地方公共団体等による企業誘致事業や土地販売事業等への協力 
⑤国及び埼玉県への代替地情報提供 
⑥女性活躍推進事業への協力 
 
ｴ-5 宅地建物取引業に関る意見提言（※支部事業として支部事業計画に記載） 
①埼玉県都市計画審議会への参画 
②埼玉県空き家・所有者不明土地対策連絡会議への参画 
③埼玉県既存住宅流通促進ネットワークへの参画 
 

収１事業(会議室等賃貸、会員提供品販売、関係団体事務受託) 

(1)会議室等の賃貸  
①関係団体等に宅建会館の会議室等を貸与 
 
(2)会員提供品の販売  
①各種申請書及び掲示物の販売 
 
(3)関係団体等の事務受託  
①関係団体からの事務受託 
②住宅瑕疵担保履行法における届出受付事務 
③全宅連安心 R住宅事業への協力 
④賃貸不動産経営管理士講習の運営 
 

他１事業(会員研修、業務支援、交流活動) 

(1)会員研修  
①全宅連｢不動産キャリアパーソン講座｣の受講・登録促進及び受付事務の実施と資格活用の検討 
②IT 関連情報（ハトサポ BB 等）の提供支援 
 
(2)会員業務支援  
①ハトサポ（Web 書式作成システム、Web 研修、ハトサポサイン他）による業務支援の推進 
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②宅地建物取引士賠償責任保険加入促進 
③明海大学不動産学部推薦 
④全宅連推薦がん保険 
⑤広報誌・ホームページ・SNS 等を通じた会員に対する業務支援や情報提供 
⑥免許更新申請に関する支援 
⑦会員向け実務相談 
 
(3)会員交流  
①支部青年部・レディス部活動の支援 
②新規免許取得者研修会における交流活動の実施 
③新年賀詞交歓会の開催 
 

法人管理 

(1)総務  
①総会開催 
②会員情報管理 
③業務運営の円滑な推進、各種会議・事業内容の把握 
④各種表彰対象者の選考、具申及び受賞者・受章者の顕彰 
⑤会員慶弔 
⑥諸規定の整備 
⑦会館の維持運営管理 
⑧ネットワークコンピュータの管理運営 
⑨協定締結機関からの情報提供業務 
⑩本部組織内運営の整備 
⑪不動産市況 DI調査への協力 
⑫本・支部事務局員育成と連携強化 
 
(2)入退会計画等  
①入退会計画（入会者数：190 件、退会者数：208 件） 
②入会促進対策の強化 
③入会金等のクレジット決済の実施 
④開業支援キャンペーンの実施 
⑤入会者の手続き軽減による書類、開業ツールの郵送推進 
 
(3)組織関係  
①組織財政改革の推進 
②エリア運営及びエリア事業の推進 
 
(4)綱紀関係  
①懲戒事案の調査、倫理綱領の遵守徹底 
 
(5)財務  
①予算・決算管理 
②適正な会計処理 

③監事研修会の開催 

 
(6)会費徴収事務  
①会費徴収管理 
 
(7)広報業務  
①ハトマークブランディング活動（あらゆる機会を通じた広報活動によるブランド強化） 
②広報誌・ホームページ・SNS・メディア等を通じた協会催事・会議日程や組織等に関する情報提供 
③マスコット「ハトたま」を協会及び協会事業 PR に積極活用 
 
(8)会員配布物送付業務  
①会員直送便の実施 
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公益社団法人 埼玉県宅地建物取引業協会 １６支部 

令和８年度 事業計画書（案） 

 

※１６支部 事業計画書は、各支部で承認済みです。 

【以下１６支部（支部承認日）】 

支部名 所在地 支部承認日 

川口支部 川口市並木 2-24-21 令和 8年 01 月 27 日

南彩支部 戸田市上戸田 1-14-10 令和 8年 02 月 06 日

さいたま浦和支部 さいたま市浦和区常盤 6-2-1 令和 8年 01 月 19 日

大宮支部 さいたま市大宮区仲町 1-104 令和 8年 01 月 27 日

彩央支部 上尾市二ツ宮 750 令和 8年 01 月 19 日

埼玉北支部 熊谷市籠原南 3-187 令和 8年 02 月 10 日

本庄支部 本庄市朝日町 3-1-19 令和 8年 01 月 17 日

埼玉東支部 草加市稲荷 3-18-2 令和 8年 02 月 10 日

越谷支部 越谷市越ケ谷 2-8-23 令和 8年 02 月 06 日

埼葛支部 南埼玉郡宮代町笠原 2-2-7 令和 8年 02 月 04 日

北埼支部 羽生市中岩瀬 1059-2 令和 8年 01 月 23 日

県南支部 朝霞市本町 1-2-26 令和 8年 02 月 05 日

埼玉西部支部 川越市脇田本町 14-20 令和 8年 02 月 05 日

所沢支部 所沢市元町 28-17 令和 8年 02 月 05 日

彩西支部 狭山市根岸 1-1-1 令和 8年 02 月 05 日

秩父支部 秩父市上宮地町 10-8 令和 8年 02 月 01 日
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川口支部 令和８年度 事業計画書（案） 
（自：令和８年４月１日 至：令和９年３月３１日） 

事業区分 事業内容 

公
１ 

（1） 
宅建取引 
相談・助言 

ｱ 不動産無料相談員
による一般相談 

・不動産無料相談所を年 41 回実施 
・支部相談員に対する研修開催 
・空き地・空き家活用ワンストップ相談事業 

（2） 
宅建取引 
普及啓発 

ｱ-2 宅建オープンセミナー ・一般消費者、宅建業者対象研修会開催 
※南部エリアでの開催 

ｲ 展示会（不動産フェア） 
による普及啓発 

・不動産フェア（たたら祭り、川口市市産品フェア、荒川ふれあい
祭り）会場において消費者への不動産取引知識にかかる普及
啓発及び安全取引にかかる情報提供活動 

（3） 
宅建業法､ 
関係法令､ 
業者情報提供 

ｲ 広報誌・ホームページ・
新聞等における情報提供 

・不動産関係法令等の周知のための広報誌発行 
・ホームページの更新 
・会員業者情報ホームページ提供 

ｳ 本支部事務所 
における情報提供 

・支部事務局窓口及び電話による各種申請、業法等情報の提
供 

（4） 
宅建取引調査・
資料収集・ 
情報提供 

ｱ 不動産流通標準情報
システム（レインズ） 

・レインズ加入・利用促進 
・レインズ利用促進、研修、指導 

ｲ 不動産統計情報サイト
（ハトマークサイト） 

・「ハトマークサイト」の消費者向け利用促進 

公
２ 

（1） 
宅建業者 
法令遵守 
指導・助言 

ｱ 法令遵守指導 ・法令遵守指導の実施 
・宅建業法等法令遵守のための法令遵守指導・助言 

ｲ 不動産広告に係る 
関係規約等の遵守・啓発 

・不動産に係る広告適正化の推進 

ｳ 宅地建物取引業法 
違反者に対する指導

・宅建業法違反会員に対する注意・指導 

（2） 
専門的知識・
技能人材育成 

ｱ-2 宅建業法令研修会
（支部主催） 

・宅建業者、従事者対象研修開催 
※南部エリアでの開催 

ｲ-1 宅地建物取引士
法定講習会 

・宅地建物取引士法定講習会に関する情報提供 

（3） 
国・地方公共団体・関係 
諸団体等との連携協力

ｱ 宅地建物取引士 
資格試験業務の実施

・宅地建物取引士資格試験業務の公正な実施 

公
３ 

（1） 
住環境・ 
住生活向上を図る 
地域社会の 
健全発展・振興

ｱ-1 トラスト基金自然環境保全
及び地域環境美化活動 

・屋外広告物法・県屋外広告物条例の遵守徹底 
・西川口駅周辺地域の環境美化・浄化対策への協力支援 

ｱ-2 地球温暖化防止の
ための意識・啓発 

・太陽光発電システムの普及促進活動 

ｲ  防犯対策・暴力追放
事業 

・青年部・レディス部事業として行う、防犯パトロール等地域安全
活動、川口市暴力追放推進協議会への協力、こども・女性１１０
番の店への協力 

・防犯パトロール等地域安全活動 
・川口市暴力追放推進協議会への協力 
・こども・女性１１０番の店への協力 

ｳ-1 震災被災者支援 ・震災時等民間住宅提供支援協定に基づく活動 

ｳ-2 住宅確保要配慮者へ
賃貸住宅供給支援 

・川口市の高齢者、障害者、生活困窮者等の入居支援制度へ
の情報提供等協力 

ｳ-3 産業廃棄物不法投棄
の情報提供事業協力 

・会員を通じて情報提供の呼びかけ 

ｳ-4 ＡＥＤ（自動体外式
除細動器）普及啓発

・ＡＥＤ操作講習 

ｴ-1 市民祭等参加とチャリ
ティ募金寄付等事業 

・チャリティ募金等の川口市社会福祉基金等寄付 

ｴ-4 公共団体へ代替地情報、企業
誘致物件情報提供等の支援等 

・川口市の代替地情報提供への協力 
・川口市空き家バンク協定に基づく空き家対策活動 

ｴ-5 宅地建物取引業
に関る意見提言 

・川口税務署管内資産税協議会への協力支援 

収
１ 

（2）会員提供品の販売 ・会員提供品販売等 

（3）関係団体等の事務受託 ・関係団体からの事務受託 

他
１ 

（1）会員研修 ・支部理事・監事等支部役員を対象とした研修会開催 
・「不動産キャリアパーソン」の受講促進 
・「ハトサポ」利用促進、研修、指導 
・会員対象パソコン操作研修会開催 

（2）会員業務支援 ・会員間物件情報交流 
・川口市行政、議会への意見提言、意見交換 
・書籍等配布（不動産手帳等） 
・賃貸不動産管理業協会加入促進、埼玉県宅建協同組合加入
促進、全宅住宅ローン利用促進 

・会員名簿発行 
・会員への会務等情報伝達のための広報誌発行 
・ホームページの更新・業界紙等広告 

（3）会員交流 ・青年部・レディス部による活動・各種交流会（新年会、名刺交換
会、会員交流会、フットサル） 

・会員親睦研修旅行、会員交流事業 

法
人
管
理 

① 総務 ・総会開催・会員情報管理・会員表彰・会員慶弔・本部役員候補
者、本部委員候補者の推薦・支部規則、施行細則等の整備、
規定集の発行・支部事務所運営管理 

② 入退会計画等 ・入退会計画（入会者数：17 件、退会者数：13 件） 
・入会審査（面接・書類確認）・新規入会者加入促進 

③ 組織関係 ・支部組織強化 

④ 綱紀関係 ・懲戒事案の調査、倫理綱領の遵守徹底 

⑤ 財務 ・予算及び決算、会計処理 

⑥ 会費徴収事務 ・会費徴収業務、本部送金 

⑦ 広報業務 ・新聞広告やホームページによる協会 PR 

⑧ 会員配布物送付業務 ・会員へ配布物送付 
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南彩支部 令和８年度 事業計画書（案） 
（自：令和８年４月１日 至：令和９年３月３１日） 

事業区分 事業内容 

公
１ 

（1） 
宅建取引 
相談・助言 

ｱ 不動産無料相談員
による一般相談 

・不動産無料相談所を年１５回実施 
（戸田市６回、蕨市６回、川口市２回、不動産フェア１回） 

・支部相談員に対する研修開催 

（2） 
宅建取引 
普及啓発 

ｱ-2 宅建オープンセミナー ・一般消費者、宅建業者対象研修会開催 
※南部エリアまたは南彩支部での開催 

ｲ 展示会（不動産フェア） 
による普及啓発 

・不動産無料相談、冊子等配布 
１１月３日「中仙道武州蕨宿宿場まつり」 

（3） 
宅建業法､ 
関係法令､ 
業者情報提供 

ｲ 広報誌・ホームページ・
新聞等における情報提供 

・不動産関係法令等の周知のための広報誌発行(７・３月) 
・ホームページの更新 
・会員業者情報ホームページ提供 

ｳ 本支部事務所 
における情報提供 

・支部事務局窓口及び電話による各種申請、業法等情報の提
供 

（4） 
宅建取引調査・ 
資料収集・ 
情報提供 

ｱ 不動産流通標準情報
システム（レインズ） 

・レインズ加入・利用促進 
・レインズ利用促進、研修、指導 

ｲ 不動産統計情報サイト 
（ハトマークサイト） 

・「ハトマークサイト」の消費者向け利用促進 

公
２ 

（1） 
宅建業者 
法令遵守 
指導・助言 

ｱ 法令遵守指導 ・法令遵守指導の実施 
・宅建業法等法令遵守のための法令遵守指導・助言 
・川口市違法貸しルーム対策への情報提供 

ｲ 不動産広告に係る 
関係規約等の遵守・啓発 

・不動産に係る広告適正化の推進 

ｳ 宅地建物取引業法 
違反者に対する指導 

・宅建業法違反会員に対する注意・指導 

（2） 
専門的知識・
技能人材育成 

ｲ-1 宅地建物取引士
法定講習会 

・宅地建物取引士法定講習会に関する情報提供 

（3） 
国・地方公共団体・関係 
諸団体等との連携協力 

ｱ 宅地建物取引士 
資格試験業務の実施 

・宅地建物取引士資格試験業務の公正な実施 

公
３ 

（1） 
住環境・ 
住生活向上を図る 
地域社会の 
健全発展・振興 

ｱ-1 トラスト基金自然環境保全
及び地域環境美化活動 

・屋外広告物法・県屋外広告物条例の遵守徹底 
・戸田市屋外広告物条例の普及啓発 
・戸田市、蕨市、川口市の地域環境美化・浄化対策への協力支
援 

ｲ  防犯対策・暴力追放
事業 

・青年部・レディス部事業として行う 
【青年部】戸田市、蕨市学区内青年部防犯パトロール実施 
【レディス部】蕨、武南警察署協力による駅周辺のひまわり防犯

パトロールと清掃活動 
・戸田市、蕨市の暴力追放推進協議会への協力 
・蕨市、戸田市、川口市の町会・自治会への加入促進 
・蕨市、戸田市、川口市の地域の見守り活動への協力 

ｳ-1 震災被災者支援 ・戸田市の震災時等民間住宅提供支援協定に基づく活動 

ｳ-2 住宅確保要配慮者へ
賃貸住宅供給支援 

・外国人入居者等に戸田市国際交流協会の紹介等協力 
・戸田市、蕨市、川口市の高齢者、障害者、生活困窮者等の入
居支援制度への情報提供等協力 

ｴ-1 市民祭等参加とチャリ
ティ募金寄付等事業 

・「中仙道武州蕨宿宿場まつり」会場においてチャリティフリーマ
ーケットを出店 

・戸田市、蕨市、川口市社会福祉協議会へチャリティ募金を寄付 

ｴ-4 公共団体へ代替地情報、企業
誘致物件情報提供等の支援等

・戸田市土地開発公社の代替地情報提供への協力 
・戸田市空き家バンク事業への協力 
・戸田市に事業用などの物件情報を提供協力 
・川口市土地バンクに事業用の物件情報を提供協力 

ｴ-5 宅地建物取引業
に関る意見提言 

・戸田市固定資産評価審査委員会への参画 

収
１ 

（2）会員提供品の販売 ・会員提供品販売等 

（3）関係団体等の事務受託 ・関係団体からの事務受託 

他
１ 

（1）会員研修 ・「不動産キャリアパーソン」の受講促進 
・「ハトサポ」利用促進、研修、指導 

（2）会員業務支援 ・賃貸不動産管理業協会加入促進、埼玉県宅建協同組合加入
促進、全宅住宅ローン利用促進 

・行政、議会への意見提言、意見交換 
・会員への会務等情報伝達のための広報誌発行(７・３月) 
・ホームページの更新・業界紙等広告 

（3）会員交流 ・青年部活動・レディス部活動 
・親睦旅行を年１回開催 
・各種交流会(南部エリア賀詞交歓会、ゴルフ)開催 

法
人
管
理 

① 総務 ・総会開催・会員情報管理・会員表彰・会員慶弔・本部役員候補
者、本部委員候補者の推薦・支部規則、施行細則等の整備、
規定集の発行・支部事務所運営管理 

・蕨市、蕨土地開発公社駐車場管理業務における指導・監督 

② 入退会計画等 ・入退会計画 入会者数８件 退会者数１１件 
・入会審査（面接・書類確認）・新規入会者加入促進 

③ 組織関係 ・支部組織強化 

④ 綱紀関係 ・懲戒事案の調査、倫理綱領の遵守徹底 

⑤ 財務 ・予算及び決算、会計処理 

⑥ 会費徴収事務 ・会費徴収業務、本部送金 

⑦ 広報業務 ・新聞広告やホームページによる協会 PR 

⑧ 会員配布物送付業務 ・会員へ配布物送付 

 

7



さいたま浦和支部 令和８年度 事業計画書（案） 
（自：令和８年４月１日 至：令和９年３月３１日） 

事業区分 事業内容 

公
１ 

（1） 
宅建取引 
相談・助言 

ｱ 不動産無料相談員
による一般相談 

・不動産無料相談所を年 12 回実施 
・支部相談員に対する研修開催 
・さいたま市空き家ワンストップ相談等事業 
・空き家コーディネーター相談等事業 

ｲ 弁護士による 
不動産法律相談 

・弁護士不動産法律相談を年 12 回実施 

（2） 
宅建取引 
普及啓発 

ｱ-2 宅建オープンセミナー ・一般消費者、宅建業者対象研修会開催（※南部エリア事業） 

（3） 
宅建業法､ 
関係法令､ 
業者情報提供 

ｲ 広報誌・ホームページ・
新聞等における情報提供 

・会員業者情報ホームページ提供 

ｳ 本支部事務所 
における情報提供 

・支部事務局窓口及び電話による各種申請、業法等情報の提
供 

（4） 
宅建取引調査・ 
資料収集・ 
情報提供 

ｱ 不動産流通標準情報
システム（レインズ） 

・レインズ加入・利用促進 
・レインズ利用促進、研修、指導 

ｲ 不動産統計情報サイト 
（ハトマークサイト） 

・「ハトマークサイト」の消費者向け利用促進 

公
２ 

（1） 
宅建業者 
法令遵守 
指導・助言 

ｱ 法令遵守指導 ・法令遵守指導の実施 
・宅建業法等法令遵守のための法令遵守指導・助言 

ｲ 不動産広告に係る 
関係規約等の遵守・啓発 

・不動産に係る広告適正化の推進 

ｳ 宅地建物取引業法 
違反者に対する指導 

・宅建業法違反会員に対する注意・指導 

（2） 
専門的知識・
技能人材育成 

ｱ-2 宅建業法令研修会
（支部主催） 

・宅建業者、従事者対象研修開催 

ｲ-1 宅地建物取引士
法定講習会 

・宅地建物取引士法定講習会に関する情報提供 

（3） 
国・地方公共団体・関係 
諸団体等との連携協力 

ｱ 宅地建物取引士 
資格試験業務の実施 

・宅地建物取引士資格試験業務の公正な実施 

公
３ 

（1） 
住環境・ 
住生活向上を図る 
地域社会の 
健全発展・振興 

ｱ-1 トラスト基金自然環境保全
及び地域環境美化活動 

・屋外広告物法・県屋外広告物条例の遵守徹底 

ｲ  防犯対策・暴力追放
事業 

・青年部事業として行う防犯パトロール等 地域安全活動 
・さいたま市暴力追放推進協議会への協力 
・さいたま市要支援世帯の早期把握対策事業への協力 
・こども・女性１１０番の店への協力 
・子ども安全協定に基づく活動 
・自治会への加入促進 

ｳ-1 震災被災者支援 ・震災時等民間住宅提供支援協定に基づく活動 

ｳ-2 住宅確保要配慮者へ
賃貸住宅供給支援 

・さいたま市の高齢者、障害者、生活困窮者等の入居支援制度
への情報提供等協力 

ｴ-4 公共団体へ代替地情報、企業
誘致物件情報提供等の支援等 

・さいたま市の代替地情報提供への協力 
・さいたま市の企業誘致活動に対する物件情報提供 

収
１ 

（2）会員提供品の販売 ・会員提供品販売等 

（3）関係団体等の事務受託 ・関係団体からの事務受託 

他
１ 

（1）会員研修 ・「ハトサポ」利用促進、研修、指導 

（2）会員業務支援 ・支部嘱託弁護士制度の運営と実施 
・さいたま市行政、議会への意見提言、意見交換 
・書籍等配布（『あなたの不動産 税金は』） 
・賃貸不動産管理業協会加入促進、埼玉県宅建協同組合加入
促進、全宅住宅ローン利用促進 

・ホームページの更新 

（3）会員交流 ・青年部会の運営を支援する活動 
・各種交流会（南部エリア新春賀詞交歓会、ゴルフ大会、ボウリ
ング大会） 

法
人
管
理 

① 総務 ・支部定時総会開催 
・会員情報管理 
・会員表彰 
・会員慶弔 
・本部役員候補者、本部委員候補者の推薦 
・支部規則、施行細則等の整備、規定集の発行 
・支部事務所運営管理 

② 入退会計画等 ・入退会計画 入会者数２１件 退会者数１９件 
・入会審査（面接・書類確認） 
・新規入会者加入促進 

③ 組織関係 ・支部組織強化 

④ 綱紀関係 ・懲戒事案の調査、倫理綱領の遵守徹底 

⑤ 財務 ・予算及び決算、会計処理 

⑥ 会費徴収事務 ・会費徴収業務、本部送金 

⑧ 会員配布物送付業務 ・会員へ配布物送付 
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大宮支部 令和８年度 事業計画書（案） 
（自：令和８年４月１日 至：令和９年３月３１日） 

事業区分 事業内容 

公
１ 

（1） 
宅建取引 
相談・助言 

ｱ 不動産無料相談員
による一般相談 

・不動産無料相談所を「大宮区年１２回」及び「西区・北区・見沼
区にて各年２回」合計年１８回実施 

・支部相談員に対する研修開催 
・空き地・空き家活用ワンストップ相談事業 

ｲ 弁護士による 
不動産法律相談 

・弁護士不動産法律相談を年１２回実施 

（2） 
宅建取引 
普及啓発 

ｱ-2 宅建オープンセミナー ・一般消費者、宅建業者対象研修会開催 
（中央エリアでの開催） 

ｲ 展示会（不動産フェア） 
による普及啓発 

・不動産フェア支部地域会場にて消費者への不動産取引知識
にかかる普及啓発及び安全取引にかかる情報提供活動 

（3） 
宅建業法､ 
関係法令､ 
業者情報提供 

ｲ 広報誌・ホームページ・
新聞等における情報提供 

・不動産関係法令等の周知のための広報誌発行 
・ホームページの更新 
・会員業者情報ホームページ提供 

ｳ 本支部事務所 
における情報提供 

・支部事務局窓口及び電話による各種申請、業法等情報の提
供 

（4） 
宅建取引調査・ 
資料収集・ 
情報提供 

ｱ 不動産流通標準情報
システム（レインズ） 

・レインズ加入促進 
・レインズ利用促進、研修、指導 

ｲ 不動産統計情報サイト 
（ハトマークサイト） 

・「ハトマークサイト」の消費者向け利用促進 

公
２ 

（1） 
宅建業者 
法令遵守 
指導・助言 

ｱ 法令遵守指導 ・法令遵守指導の実施 
・宅建業法等法令遵守のための法令遵守指導・助言 

ｲ 不動産広告に係る 
関係規約等の遵守・啓発 

・不動産に係る広告適正化の推進 

ｳ 宅地建物取引業法 
違反者に対する指導 

・宅建業法違反会員に対する注意・指導 

（2） 
専門的知識・
技能人材育成 

ｱ-2 宅建業法令研修会
（支部主催） 

・宅建業者、従事者対象研修開催 

ｲ-1 宅地建物取引士
法定講習会 

・宅地建物取引士法定講習会に関する情報提供 

（3） 
国・地方公共団体・関係 
諸団体等との連携協力 

ｱ 宅地建物取引士 
資格試験業務の実施 

・宅地建物取引士資格試験業務の公正な実施 

公
３ 

（1） 
住環境・ 
住生活向上を図る 
地域社会の 
健全発展・振興 

ｱ-1 トラスト基金自然環境保全
及び地域環境美化活動 

・屋外広告物法・県屋外広告物条例の遵守徹底 
・大宮支部地域の環境美化 
・浄化対策への協力支援 

ｱ-2 地球温暖化防止の
ための意識・啓発 

・クールビズ、ウォームビズの実施 

ｲ  防犯対策・暴力追放
事業 

・青年部・レディス部事業として行う、防犯パトロール等地域安全
活動、さいたま市暴力追放推進協議会への協力、こども・女性
１１０番の店への協力 

・防犯パトロール等地域安全活動 
・さいたま市暴力追放推進協議会への協力 
・こども・女性１１０番の店への協力 

ｳ-1 震災被災者支援 ・震災時等民間住宅提供支援協定に基づく活動 

ｳ-2 住宅確保要配慮者へ
賃貸住宅供給支援 

・さいたま市の高齢者、障害者、生活困窮者等の入居支援制度
への情報提供等協力 

ｳ-3 産業廃棄物不法投棄
の情報提供事業協力

・会員を通じて情報提供の呼びかけ 

ｳ-4 ＡＥＤ（自動体外式
除細動器）普及啓発

・ＡＥＤ操作講習 

ｴ-1 市民祭等参加とチャリ
ティ募金寄付等事業 

・チャリティ募金等のさいたま市社会福祉基金等寄付 

ｴ-2 スポーツ振興 ・地域スポーツ振興（スポーツ大会支援） 

ｴ-4 公共団体へ代替地情報、企業
誘致物件情報提供等の支援等

・さいたま市の代替地情報提供への協力 
・さいたま市空き家バンク協定に基づく空き家対策活動 

ｴ-5 宅地建物取引業
に関る意見提言 

・大宮税務署管内資産税協議会への協力支援 

収
１ 

（2）会員提供品の販売 ・会員提供品販売等 

（3）関係団体等の事務受託 ・大宮税務署管内資産税協議会からの事務受託 

他
１ 

（1）会員研修 ・会員対象研修会開催（スキルアップセミナー） 
・支部理事・監事等支部役員を対象とした研修会開催（法令周
知関係・政治・経済等） 

・「不動産キャリアパーソン」の受講促進 
・「ハトサポ」利用促進、研修、指導 

（2）会員業務支援 ・会員限定法律相談 
・会員間物件情報交流 
・さいたま市行政、議会への意見提言、意見交換 
・書籍等配布（不動産手帳等） 
・賃貸不動産管理業協会加入促進、埼玉県宅建協同組合加入
促進、全宅住宅ローン利用促進 

・会員の各種厚生事業（会員親睦ソフトボール大会、会員親睦
ゴルフ大会、会員親睦旅行、会員親睦ボウリング大会） 

・会員名簿発行 
・会員への会務等情報伝達のための広報誌発行 
・ホームページの更新・業界紙等広告 

（3）会員交流 ・青年部による交流活動・レディス部による交流活動 
・各種交流会（新年会、名刺交換会、会員交流会） 
・会員親睦研修旅行 

法
人
管
理 

① 総務 ・総会開催・会員情報管理・会員表彰・会員慶弔・本部役員候補
者、本部委員候補者の推薦・支部規則、施行細則等の整備、
規定集の発行・支部事務所運営管理 

② 入退会計画等 ・入退会計画（入会者数：２４件、退会者数：２６件） 
・入会審査（面接・書類確認）・新規入会者加入促進 

③ 組織関係 ・支部組織強化 

④ 綱紀関係 ・懲戒事案の調査、倫理綱領の遵守徹底 

⑤ 財務 ・予算及び決算、会計処理 

⑥ 会費徴収事務 ・会費徴収業務、本部送金 

⑦ 広報業務 ・新聞広告やホームページによる協会 PR 

⑧ 会員配布物送付業務 ・会員へ配布物送付 
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彩央支部 令和８年度 事業計画書（案） 
（自：令和８年４月１日 至：令和９年３月３１日） 

事業区分 事業内容 

公
１ 

（1） 
宅建取引 
相談・助言 

ｱ 不動産無料相談員
による一般相談 

・不動産無料相談所を年 42 回実施 
（上尾市・桶川市・北本市・鴻巣市・伊奈町・産業祭） 

・空き家利活用に関する相談 

ｲ 弁護士による 
不動産法律相談 

・一般消費者、宅建業者対象研修会開催 
（支部単体・中央エリアでの開催） 

（2） 
宅建取引 
普及啓発 

ｲ 展示会（不動産フェア） 
による普及啓発 

・不動産フェア上尾・鴻巣会場において消費者への不動産取引
知識にかかる普及啓発及び安全取引にかかる情報提供活動 

（3） 
宅建業法､ 
関係法令､ 
業者情報提供 

ｲ 広報誌・ホームページ・
新聞等における情報提供 

・不動産関係法令等の周知のための広報誌発行 
・ホームページの更新 
・会員業者情報ホームページ提供 

ｳ 本支部事務所 
における情報提供 

・支部事務局窓口及び電話による各種申請、業法等情報の提
供 

（4） 
宅建取引調査・ 
資料収集・ 
情報提供 

ｱ 不動産流通標準情報
システム（レインズ） 

・レインズ加入促進 
・レインズ利用促進、研修、指導 

ｲ 不動産統計情報サイト 
（ハトマークサイト） 

・「ハトマークサイト」の消費者向け利用促進 

公
２ 

（1） 
宅建業者 
法令遵守 
指導・助言 

ｱ 法令遵守指導 ・法令遵守指導の実施 
・宅建業法等法令遵守のための法令遵守指導・助言 

ｲ 不動産広告に係る 
関係規約等の遵守・啓発 

・不動産に係る広告適正化の推進 

ｳ 宅地建物取引業法 
違反者に対する指導 

・宅建業法違反会員に対する注意・指導 

（2） 
専門的知識・
技能人材育成 

ｲ-1 宅地建物取引士
法定講習会 

・宅地建物取引士法定講習会に関する情報提供 

（3） 
国・地方公共団体・関係 
諸団体等との連携協力 

ｱ 宅地建物取引士 
資格試験業務の実施 

・宅地建物取引士資格試験業務の公正な実施 

公
３ 

（1） 
住環境・ 
住生活向上を図る 
地域社会の 
健全発展・振興 

ｲ  防犯対策・暴力追放
事業 

・青年部事業として行う、防犯パトロール等地域安全活動 

ｳ-1 震災被災者支援 ・震災時等民間住宅提供支援協定に基づく活動 

ｴ-1 市民祭等参加とチャリ
ティ募金寄付等事業 

・支部管轄内地域事業協賛金（花火大会・マラソン大会等） 

ｴ-5 宅地建物取引業
に関る意見提言 

・上尾税務署管内資産税協議会への協力支援 

収
１ 

（2）会員提供品の販売 ・会員提供品販売等 

（3）関係団体等の事務受託 ・関係団体からの事務受託 

他
１ 

（2）会員業務支援 ・支部管轄内行政、議会への意見提言、意見交換 
・会員名簿発行 
・会員への会務等情報伝達のための広報誌発行 
・ホームページの更新・業界紙等広告 

（3）会員交流 ・青年部による部会 
・各種交流会（ゴルフ大会・ボウリング大会・会員交流会・研修会
等） 

・会員親睦研修旅行 

法
人
管
理 

① 総務 ・総会開催・会員情報管理・会員表彰・会員慶弔・本部役員候補
者、本部委員候補者の推薦・支部規則、施行細則等の整備、
規定集の発行・支部事務所運営管理 

② 入退会計画等 ・入退会計画（入会者数：14 件、退会者数：14 件） 
・入会審査（面接・書類確認）・新規入会者加入促進 

③ 組織関係 ・支部組織強化 

④ 綱紀関係 ・懲戒事案の調査、倫理綱領の遵守徹底 

⑤ 財務 ・予算及び決算、会計処理 

⑥ 会費徴収事務 ・会費徴収業務、本部送金 

⑧ 会員配布物送付業務 ・会員へ配布物送付 
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埼玉北支部 令和８年度 事業計画書（案） 
（自：令和８年４月１日 至：令和９年３月３１日） 

事業区分 事業内容 

公
１ 

（1） 
宅建取引 
相談・助言 

ｱ 不動産無料相談員
による一般相談 

・不動産無料相談所を年 36 回実施 
・本部開催の支部相談員研修会に相談員を派遣 

ｲ 弁護士による 
不動産法律相談 

・嘱託弁護士による不動産法律相談を随時実施 

（2） 
宅建取引 
普及啓発 

ｱ-2 宅建オープンセミナー ・一般消費者、宅建業者対象研修会開催を 1 回実施 
（熊谷資産税研究会合同での開催） 

ｲ 展示会（不動産フェア） 
による普及啓発 

・不動産フェア熊谷・深谷・寄居会場において消費者への不動
産取引知識にかかる普及啓発及び安全取引にかかる情報提
供活動 

（3） 
宅建業法､ 
関係法令､ 
業者情報提供 

ｲ 広報誌・ホームページ・
新聞等における情報提供 

・不動産関係法令等の周知のための広報誌発行 
・対外的な支部紹介のチラシ発行・配布 
・ホームページの運営・更新 
・会員業者情報ホームページ提供 

ｳ 本支部事務所 
における情報提供 

・支部事務局窓口及び電話による各種申請、業法等情報の提
供 

（4） 
宅建取引調査・ 
資料収集・ 
情報提供 

ｱ 不動産流通標準情報
システム（レインズ） 

・レインズ加入促進 
・レインズ利用促進、研修、指導 

公
２ 

（1） 
宅建業者 
法令遵守 
指導・助言 

ｱ 法令遵守指導 ・法令遵守指導対象会員の事前研修実施（ブロック会議） 
・法令遵守指導の実施 
・宅建業法等法令遵守のための法令遵守指導・助言 
・法令遵守指導員講座への指導員派遣 

ｲ 不動産広告に係る 
関係規約等の遵守・啓発 

・不動産に係る広告適正化の推進 
・公正取引協議会指導員養成講座への指導員派遣 

ｳ 宅地建物取引業法 
違反者に対する指導 

・宅建業法違反会員に対する注意・指導 

（2） 
専門的知識・
技能人材育成 

ｱ-1 宅建業法定研修会
（本部主催） 

・宅建業者、従事者対象研修の設営協力支援 

ｲ-1 宅地建物取引士
法定講習会 

・宅地建物取引士法定講習会に関する情報提供 

（3） 
国・地方公共団体・関係 
諸団体等との連携協力 

ｱ 宅地建物取引士 
資格試験業務の実施 

・宅地建物取引士資格試験業務の公正な実施 

公
３ 

（1） 
住環境・ 
住生活向上を図る 
地域社会の 
健全発展・振興 

ｱ-1 トラスト基金自然環境保全
及び地域環境美化活動 

・地域美化活動（青年部レディス部） 

ｲ  防犯対策・暴力追放
事業 

・自治会への加入促進 
・子ども・女性 110 番の店への協力（深谷市） 
・熊谷市暴力排除推進協議会への協力 

ｴ-1 市民祭等参加とチャリ
ティ募金寄付等事業 

・地域振興事業（産業祭等）のためのブロック活動の支援 

ｴ-4 公共団体へ代替地情報、企業
誘致物件情報提供等の支援等

・埼玉北部地域空き家バンク協定に基づく空き家対策活動 
・熊谷市空家等対策協議会協力 
・深谷市空家等対策計画策定委員会協力 
・寄居町空家等対策協議会協力 
・深谷市・熊谷市空き家無料相談協力 
・深谷市産業用地情報協力 
・深谷市立地適正化計画における民有財産を活用情報提供 
・熊谷市空き家対策の実施協力に関する協力 
・埼玉北支部空き家制度の活動 
・宅建オープンセミナー開催 （青年部レディス部） 
・他市町村空家利活用の課題解決、防災等の視察 

ｴ-5 宅地建物取引業
に関る意見提言 

・熊谷税務署管内資産税協議会への協力支援 

収
１ 

（2）会員提供品の販売 ・会員提供品販売等 

（3）関係団体等の事務受託 ・熊谷資産税研究会からの事務受託 

他
１ 

（2）会員業務支援 ・会員間物件情報交流 
・深谷市・熊谷市・寄居町、行政、議会への意見提言、意見交換
・会員限定法律相談 
・Ａ3 型ブロック別会員名簿発行 
・書籍等配布（税金の本・不動産手帳等） 
・賃貸不動産管理業協会加入促進、埼玉県宅建協同組合加入
促進、全宅住宅ローン利用促進 

・免許更新申請の事前お知らせ事務 
・会員への会務等情報伝達のための広報誌発行 
・ホームページの更新 
・毎月末会報発行 

（3）会員交流 ・会員チャリティゴルフ交流会 
・会員交流会 
・新年賀詞交歓会開催 

法
人
管
理 

① 総務 ・総会開催・支部理事会開催・支部常務理事会開催 
・会員情報管理・会員表彰・会員慶弔 
・本部役員候補者、本部委員候補者の推薦 
・支部規則、施行細則等の整備、規定集の発行 
・支部事務所運営管理 
・本支部監事研修会に監事派遣 
・支部監査会開催 

② 入退会計画等 ・入退会計画（入会者数：8 件、退会者数：11 件） 
・入会審査（面接・書類確認）・新規入会者加入促進 

③ 組織関係 ・支部組織強化 

④ 綱紀関係 ・懲戒事案の調査、倫理綱領の遵守徹底 

⑤ 財務 ・予算及び決算、会計処理 

⑥ 会費徴収事務 ・会費徴収業務、本部送金 

⑦ 広報業務 ・ホームページによる協会 PR 

⑧ 会員配布物送付業務 ・会員へ配布物送付 
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本庄支部 令和８年度 事業計画書（案） 
（自：令和８年４月１日 至：令和９年３月３１日） 

事業区分 事業内容 

公
１ 

（1） 
宅建取引 
相談・助言 

ｱ 不動産無料相談員
による一般相談 

・不動産無料相談所を年１５回実施 
・空き家所有者相談会への相談員派遣 
・支部相談員に対する研修開催 

（2） 
宅建取引 
普及啓発 

ｱ-2 宅建オープンセミナー ・一般消費者、宅建業者対象研修会開催 

ｲ 展示会（不動産フェア） 
による普及啓発 

・不動産フェア（児玉商工まつり）において消費者への不動産取
引知識にかかる普及啓発及び安全取引にかかる情報提供活
動 

（3） 
宅建業法､ 
関係法令､ 
業者情報提供 

ｲ 広報誌・ホームページ・
新聞等における情報提供 

・不動産関係法令等の周知のための通知文書発行 
・ホームページの更新 
・会員業者情報ホームページ提供 

ｳ 本支部事務所 
における情報提供 

・支部事務局窓口及び電話による各種申請、業法等情報の提
供 

（4） 
宅建取引調査・ 
資料収集・ 
情報提供 

ｱ 不動産流通標準情報
システム（レインズ） 

・レインズ加入促進 
・レインズ利用促進、研修、指導 

ｲ 不動産統計情報サイト 
（ハトマークサイト） 

・「ハトマークサイト」の消費者向け利用促進 

公
２ 

（1） 
宅建業者 
法令遵守 
指導・助言 

ｱ 法令遵守指導 ・法令遵守指導の実施 
・宅建業法等法令遵守のための法令遵守指導・助言 

ｲ 不動産広告に係る 
関係規約等の遵守・啓発 

・不動産に係る広告適正化の推進 

ｳ 宅地建物取引業法 
違反者に対する指導 

・宅建業法違反会員に対する注意・指導 

（2） 
専門的知識・
技能人材育成 

ｱ-2 宅建業法令研修会
（支部主催） 

・宅建業者、従事者対象研修開催 

（3） 
国・地方公共団体・関係 
諸団体等との連携協力 

ｱ 宅地建物取引士 
資格試験業務の実施 

・宅地建物取引士資格試験業務の公正な実施 

公
３ 

（1） 
住環境・ 
住生活向上を図る 
地域社会の 
健全発展・振興 

ｱ-1 トラスト基金自然環境保全
及び地域環境美化活動 

・屋外広告物法・県屋外広告物条例の遵守徹底 
・青年部・レディス部事業として行うロードサポート活動 
・本庄市との環境美化に関する協定に基づく協力 

ｲ  防犯対策・暴力追放
事業 

・青年部・レディス部事業として行う防犯パトロール等の地域安
全活動 

・本庄市との自治会加入促進に関する協定に基づく協力 
・本庄地方暴力排除推進協議会への協力 
・本庄地方防犯協会への協力 

ｳ-1 震災被災者支援 ・震災時等民間住宅提供支援協定に基づく活動 

ｳ-2 住宅確保要配慮者へ
賃貸住宅供給支援 

・本庄市との災害時における民間賃貸住宅への入居の協力に
関する協定に基づく協力 

ｳ-3 産業廃棄物不法投棄
の情報提供事業協力 

・会員を通じて情報提供の呼かけ 

ｴ-4 公共団体へ代替地情報、企業
誘致物件情報提供等の支援等

・本庄市及び埼玉県・群馬県行政の公売物件情報の協力 
・埼玉県北部地域における空き家の利活用等に関する協定に
基づく空き家対策活動 

・美里町における空き地の利活用等に関する協定に基づく空き
地対策活動 

・本庄市空家等の情報の提供に係る協定に基づく空家対策活
動 

収
１ 

（2）会員提供品の販売 ・会員提供品販売等 

（3）関係団体等の事務受託 ・関係団体からの事務受託 

他
１ 

（2）会員業務支援 ・本庄市・上里町・美里町・神川町行政、議会への意見提言、意
見交換 

・書籍等配布（不動産手帳・税金小冊子） 
・賃貸不動産管理業協会加入促進、埼玉宅建協同組合加入促
進、全宅住宅ローン利用促進 

・会員名簿発行 
・会員への会務等情報伝達のための案内文書発行 
・ホームページの更新 

（3）会員交流 ・支部新年賀詞交歓会開催 
・会員交流会 

法
人
管
理 

① 総務 ・総会開催・会員情報管理・会員表彰・会員慶弔・本部役員候補
者、本部委員候補者の推薦・支部規則、施行細則等の整備、
規定集の発行・支部事務所運営管理 

② 入退会計画等 ・入退会計画（入会者数：３件、退会者数：４件） 
・入会審査（面接・書類確認）・新規入会者加入促進 

③ 組織関係 ・支部組織強化 

④ 綱紀関係 ・懲戒事案の調査、倫理綱領の遵守徹底 

⑤ 財務 ・予算及び決算、会計処理 

⑥ 会費徴収事務 ・会費徴収業務、本部送金 

⑦ 広報業務 ・ホームページによる協会ＰＲ 

⑧ 会員配布物送付業務 ・会員へ配布物送付 
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埼玉東支部 令和８年度 事業計画書（案） 
（自：令和８年４月１日 至：令和９年３月３１日） 

事業区分 事業内容 

公
１ 

（1） 
宅建取引 
相談・助言 

ｱ 不動産無料相談員
による一般相談 

・不動産無料相談所を年 32 回実施 
・支部事務所において無料相談実施 
・本部主催相談員研修会参加 

（2） 
宅建取引 
普及啓発 

ｱ-2 宅建オープンセミナー ・支部主催の一般消費者、宅建業者対象研修会年 1 回開催 
・東部エリア（越谷・埼葛・埼玉東）研修会年 1 回開催 

ｲ 展示会（不動産フェア） 
による普及啓発 

・草加・三郷・八潮会場での不動産フェアにおいて消費者への
不動産取引知識にかかる普及啓発及び安全取引にかかる情
報提供活動 

・草加ふささら祭り実行委員会・やしお市民まつり実行委員会へ
の参画 

（3） 
宅建業法､ 
関係法令､ 
業者情報提供 

ｲ 広報誌・ホームページ・
新聞等における情報提供 

・不動産関係法令等の周知、会員業者情報公開のための会員
業者情報ホームページ公開 

・不動産関係法令等の周知、会員業者情報公開のための広報
誌発行及び会員業者情報ホームページ公開 

ｳ 本支部事務所 
における情報提供 

・支部事務局窓口及び電話による各種申請、業法等情報の提
供 

（4） 
宅建取引調査・
資料収集・ 
情報提供 

ｱ 不動産流通標準情報
システム（レインズ） 

・レインズ加入・利用促進 

ｲ 不動産統計情報サイト
（ハトマークサイト） 

・「ハトマークサイト」の消費者向け利用促進 

公
２ 

（1） 
宅建業者 
法令遵守 
指導・助言 

ｱ 法令遵守指導 ・法令遵守指導の実施 
・宅建業法等法令遵守のための法令遵守指導・助言 
・本部主催指導員研修会参加 
・草加・三郷・八潮市企業内人権・同和問題研修会への参画 

ｲ 不動産広告に係る 
関係規約等の遵守・啓発 

・不動産に係る広告適正化の推進 
・本部主催指導員研修会参加 

ｳ 宅地建物取引業法 
違反者に対する指導

・宅建業法違反会員に対する注意・指導 

（2） 
専門的知識・
技能人材育成 

ｱ-1 宅建業法定研修会
（本部主催） 

・宅建業者、従事者対象研修開催設営等協力 

ｲ-1 宅地建物取引士
法定講習会 

・宅地建物取引士法定講習に関する情報提供 

（3） 
国・地方公共団体・関係 
諸団体等との連携協力

ｱ 宅地建物取引士 
資格試験業務の実施

・宅地建物取引士資格試験業務の公正な実施 

公
３ 

（1） 
住環境・ 
住生活向上を図る 
地域社会の 
健全発展・振興

ｱ-1 トラスト基金自然環境保全
及び地域環境美化活動 

・草加環境推進協議会、三郷市観光協会、八潮市民美化運動
推進協議会、草加・三郷市景観審議会への協力支援 

ｲ  防犯対策・暴力追放
事業 

・草加・三郷・八潮市暴力排除推進協議会への協力 
・草加・八潮地区交通安全推進事業所協会への協力 
・八潮市オウム真理教対策協議会への協力 
・草加・八潮・三郷市における町会自治会への加入促進協力 

ｳ-1 震災被災者支援 ・災害被災地等支援 
・震災時等民間住宅提供支援協定に基づく活動 

ｳ-2 住宅確保要配慮者へ
賃貸住宅供給支援 

・草加市の高齢者、障害者、生活困窮者等の入居支援制度へ
の情報提供等協力 

ｴ-3 地域住民対象
イベント等開催 

・青年部・レディス部主催の市民対象の研修会実施 
・地域情報公開のための広報誌発行及びホームページ公開 

ｴ-4 公共団体へ代替地情報、企業
誘致物件情報提供等の支援等 

・自治体等による売却・媒介・代替地取得等による物件情報提供
・草加・三郷・八潮市の空き家対策等情報交換 

ｴ-5 宅地建物取引業
に関る意見提言 

・川口・越谷税務署管内資産税協議会への協力支援 
・川口税務署管内資産税協議会主催の研修会参加 
・草加・三郷・八潮市のまちづくりに関する意見交換等 
・草加・三郷市都市計画審議会、草加市開発事業等審査会、草
加市振興計画審議会、草加・三郷・八潮市固定資産評価審査
委員会、草加市家屋土地適正管理審議会、三郷市空家等対
策協議会、八潮市特定空家等・特定居住物件等調査審議会、
草加市安心安全まちづくり推進協議会、そうかリノベーションま
ちづくり協議会、三郷市商工審議会等への参画 

収
１ 

（2）会員提供品の販売 ・会員提供品販売等 

（3）関係団体等の事務受託 ・関係団体からの事務受託 

他
１ 

（1）会員研修 ・「ハトサポ」利用促進・指導 

（2）会員業務支援 ・会員限定法律相談 
・不動産情報サイトの加入・利用促進 
・草加・三郷・八潮市行政、議会への意見提言、意見交換 
・賃貸不動産管理業協会加入促進、埼玉県宅建協同組合加入
促進及び利用促進、全宅住宅ローン利用促進他、会員支援事
業 

・会員及び従業者による親睦旅行・交流事業の開催 
・定時総会・新年会への協力活動 
・書籍等配布（不動産手帳・税金の本等） 
・会員名簿管理 
・会員への会務等情報伝達のための広報誌年 2 回発行 

（3）会員交流 ・青年部・レディス部ネットワーク交流会への派遣 
・青年部・レディス部による会員親睦活動 
・各種交流会（賀詞交歓会、新年会、会員交流会等） 

法
人
管
理 

① 総務 ・総会開催、会員情報管理、会員表彰、会員慶弔、本部役員候
補者、本部委員候補者の推薦、支部規則・施行細則等の整
備、規程集の発行、支部事務所運営管理 

② 入退会計画等 ・入退会計画（入会者数：12 件＜本店 9 件・支店 3 件＞、退会
者数：11 件） 

・入会審査（面接・書類確認） 
・新規入会者加入促進 

③ 組織関係 ・支部組織強化、組織合理化の検討 

④ 綱紀関係 ・懲戒事案の調査、倫理綱領の遵守徹底 
・倫理綱領の遵守徹底 

⑤ 財務 ・予算及び決算、会計処理 

⑥ 会費徴収事務 ・会費徴収業務、本部送金 

⑦ 広報業務 ・新聞広告やホームページによる協会 PR 

⑧ 会員配布物送付業務 ・会員へ配布物送付 

 

13



越谷支部 令和８年度 事業計画書（案） 
（自：令和８年４月１日 至：令和９年３月３１日） 

事業区分 事業内容 

公
１ 

（1） 
宅建取引 
相談・助言 

ｱ 不動産無料相談員
による一般相談 

・宅地建物取引士による不動産無料相談所を年 16 回実施（支
部主催、越谷市、吉川市、松伏町と連携し不動産フェア会場、
越谷市産業フェスタ会場にて実施） 

・本部主催相談員研修会参加 
・委員会開催(無料相談所の報告等) 
・不動産無料相談所広告 
・本部主催不動産無料相談所出席 
・空き家空き地活用ワンストップ相談事業 

ｲ 弁護士による 
不動産法律相談 

・弁護士不動産法律相談を年 12 回実施 
(不動産無料相談所実施同日時) 

（2） 
宅建取引 
普及啓発 

ｱ-2 宅建オープンセミナー ・一般消費者、宅建業者対象研修会開催(東部エリア：越谷支
部、埼葛支部、埼玉東支部の合同開催) 

ｲ 展示会（不動産フェア） 
による普及啓発 

・不動産フェア開催会場（越谷市、吉川市、松伏町）において消
費者への不動産取引知識に係る普及啓発及び安全取引に係
る情報提供活動 

（3） 
宅建業法､ 
関係法令､ 
業者情報提供 

ｲ 広報誌・ホームページ・
新聞等における情報提供 

・不動産関係法令等の周知等のための広報誌「宅建ほっと越
谷」を年３回発行 

・会員業者情報ホームページ提供、更新 

ｳ 本支部事務所 
における情報提供 

・支部事務局窓口及ぶ電話による各種申請、業法等情報の提
供 

（4） 
宅建取引調査・ 
資料収集・ 
情報提供 

ｱ 不動産流通標準情報
システム（レインズ） 

・レインズ加入、利用促進、研修、指導 

ｲ 不動産統計情報サイト 
（ハトマークサイト） 

・「ハトマークサイト」の消費者向け利用促進 

公
２ 

（1） 
宅建業者 
法令遵守 
指導・助言 

ｱ 法令遵守指導 ・法令遵守指導の実施 
・本部主催指導員研修会参加 
・宅建業法等法令遵守のための法令遵守指導、助言 

ｲ 不動産広告に係る 
関係規約等の遵守・啓発 

・不動産に係る広告適正化の推進 

ｳ 宅地建物取引業法 
違反者に対する指導 

・宅建業法違反会員に対する注意、指導 

（2） 
専門的知識・
技能人材育成 

ｱ-1 宅建業法定研修会
（本部主催） 

・宅建業者、従事者対象研修開催設営等協力 

ｱ-2 宅建業法令研修会
（支部主催） 

・宅建業者、従事者対象研修開催 

ｲ-1 宅地建物取引士
法定講習会 

・宅地建物取引士法定講習受講に関する情報提供 

（3） 
国・地方公共団体・関係 
諸団体等との連携協力 

ｱ 宅地建物取引士 
資格試験業務の実施 

・宅地建物取引士資格試験業務の公正な実施 

公
３ 

（1） 
住環境・ 
住生活向上を図る 
地域社会の 
健全発展・振興 

ｱ-1 トラスト基金自然環境保全
及び地域環境美化活動 

・屋外広告物法、屋外広告物条例の遵守徹底 
・エコキャップの分別回収 

ｲ  防犯対策・暴力追放
事業 

・防犯パトロール等地域安全活動 
・越谷市暴力追放推進協議会への協力 
・越谷警察署交通安全運動への協力支援 
・越谷市、吉川市、松伏町自治会加入促進に協力 

ｳ-1 震災被災者支援 ・震災時等民間住宅提供支援協定に基づく活動 

ｳ-2 住宅確保要配慮者へ
賃貸住宅供給支援 

・外国人の入居支援の為の「あんしん賃貸住まいサポート店」制
度への協力 

・越谷市、吉川市、松伏町の高齢者、障害者、生活困窮者等の
入居支援制度への情報提供等協力 

ｳ-3 産業廃棄物不法投棄
の情報提供事業協力

・会員を通じて情報提供の呼びかけ 

ｳ-4 ＡＥＤ（自動体外式
除細動器）普及啓発

・ＡＥＤ操作講習 

ｴ-1 市民祭等参加とチャリ
ティ募金寄付等事業 

・会員からの献品によるバザーを行い､売上金は社会福祉基金、
被災地支援等へ 

・チャリティ募金等の越谷市、吉川市、松伏町社会福祉基金等
へ寄付 

ｴ-4 公共団体へ代替地情報、企業
誘致物件情報提供等の支援等

・越谷市、吉川市、松伏町空き家対策事業への協力 
・公共団体との協力による代替地情報提供事業 
・企業誘致活動物件情報提供 

ｴ-5 宅地建物取引業
に関る意見提言 

・越谷税務署管内資産税協議会への協力支援 

収 （3）関係団体等の事務受託 ・関係団体からの事務受託 

他
１ 

（1）会員研修 ・「不動産キャリアパーソン」の受講促進 
・「ハトサポ」利用促進、研修、指導 
・会員資質向上を目指した研修会開催 

（2）会員業務支援 ・行政、議会(越谷市、吉川市、松伏町)への要望、陳情、意見提
言、意見交換 

・会員名簿発行 
・書籍配布（「あなたの不動産税金は」等） 
・会員への会務等情報伝達のための広報誌発行 
・ホームページの更新・業界紙等広告 
・賃貸不動産管理業協会加入促進、埼玉県宅建協同組合加入
促進、全宅住宅ローン利用促進 

（3）会員交流 ・青年部による会員親睦を目的とする交流会の実施 
・新年賀詞交歓会、会員親睦交流会開催 

法
人
管
理 

① 総務 ・支部総会開催・会員情報管理・会員表彰・会員慶弔 
・本部役員候補者、本部委員候補者の推薦・支部規則、施行細
則等の整備、支部事務所運営管理 

② 入退会計画等 ・入退会計画（入会者数：13 件、退会者数：11 件） 
・入会審査（面接・書類確認）・新規入会者加入促進 

③ 組織関係 ・支部組織強化 

④ 綱紀関係 ・懲戒事案の調査、倫理綱領の遵守徹底 

⑤ 財務 ・予算及び決算、会計処理 

⑥ 会費徴収事務 ・会費徴収業務、本部送金 

⑦ 広報業務 ・新聞広告やホームページによる協会 PR 

⑧ 会員配布物送付業務 ・会員へ配布物送付 
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埼葛支部 令和８年度 事業計画書（案） 
（自：令和８年４月１日 至：令和９年３月３１日） 

事業区分 事業内容 

公
１ 

（1） 
宅建取引 
相談・助言 

ｱ 不動産無料相談員
による一般相談 

・不動産無料相談所を区役所、市、町役場で年 76 回実施 
・不動産フェアにおいて無料相談所実施 
・支部相談員に対する研修開催 
・空き地・空き家活用ワンストップ相談事業 

（2） 
宅建取引 
普及啓発 

ｱ-2 宅建オープンセミナー ・東部エリア合同一般消費者、宅建業者対象研修会開催 
・東部エリア合同委員会開催 

ｲ 展示会（不動産フェア） 
による普及啓発 

・不動産フェア会場において消費者への不動産取引知識にか
かる普及啓発及び安全取引にかかる情報提供活動 

（3） 
宅建業法､ 
関係法令､ 
業者情報提供 

ｲ 広報誌・ホームページ・
新聞等における情報提供 

・不動産関係法令等の周知のための広報誌発行 
・ホームページの更新 
・会員業者情報ホームページ提供 

ｳ 本支部事務所 
における情報提供 

・支部事務局窓口及び電話による各種申請、業法等情報の提
供 

（4） 
宅建取引調査・ 
資料収集・ 
情報提供 

ｱ 不動産流通標準情報
システム（レインズ） 

・レインズ加入・利用促進、研修、指導 

ｲ 不動産統計情報サイト 
（ハトマークサイト） 

・「ハトマークサイト」の消費者向け利用促進 

公
２ 

（1） 
宅建業者 
法令遵守 
指導・助言 

ｱ 法令遵守指導 ・法令遵守指導の実施 
・宅建業法等法令遵守のための法令遵守指導・助言 

ｲ 不動産広告に係る 
関係規約等の遵守・啓発 

・不動産に係る広告適正化の推進 

ｳ 宅地建物取引業法 
違反者に対する指導 

・宅建業法違反会員に対する注意・指導 

（2） 
専門的知識・
技能人材育成 

ｱ-2 宅建業法令研修会
（支部主催） 

・宅建業者、従事者対象研修開催 

ｲ-1 宅地建物取引士
法定講習会 

・宅地建物取引士法定講習会に関する情報提供 

（3） 
国・地方公共団体・関係 
諸団体等との連携協力 

ｱ 宅地建物取引士 
資格試験業務の実施 

・宅地建物取引士資格試験業務の公正な実施 

公
３ 

（1） 
住環境・ 
住生活向上を図る 
地域社会の 
健全発展・振興 

ｱ-1 トラスト基金自然環境保全
及び地域環境美化活動 

・屋外広告物法・県屋外広告物条例の遵守徹底 
・彩の国みどりの基金へ寄付（青年部事業） 
・地域の環境美化活動（地域ゴミ拾い清掃／青年部事業） 

ｲ  防犯対策・暴力追放
事業 

・防犯パトロール等地域安全活動（総務財務広報委員会協力事
業／青年部協力事業） 

・防犯パトロール等地域安全活動（青年部協力事業） 
・岩槻区、蓮田市暴力追放推進協議会への協力 
・春日部市、蓮田市、さいたま市自治会加入促進の協力 
・こども・女性１１０番の店への協力 

ｳ-1 震災被災者支援 ・震災時等民間住宅提供支援協定に基づく活動 

ｳ-2 住宅確保要配慮者へ
賃貸住宅供給支援 

・さいたま市の高齢者、障害者、生活困窮者等の入居支援制度
への情報提供等協力 

ｴ-1 市民祭等参加とチャリ
ティ募金寄付等事業 

・チャリティ募金等を社会福祉協議会へ寄付（青年部事業） 

ｴ-3 地域住民対象
イベント等開催 

・地域住民対象の文化セミナー住環境テーマ講演開催 

ｴ-4 公共団体へ代替地情報、企業
誘致物件情報提供等の支援等

・春日部市の事業用地情報提供、白岡市の産業用地情報提
供、杉戸町の土地情報提供における協力 

・さいたま市の企業誘致活動に対する物件情報提供 
・春日部市の代替地情報提供への協力 
・春日部市の空き家等対策に関する協定、白岡市・幸手市、宮
代町、杉戸町、蓮田市の空き家バンク協定に基づく空き家対策
活動への協力 

収
１ 

（2）会員提供品の販売 ・会員提供品販売等 

（3）関係団体等の事務受託 ・関係団体からの事務受託 

他
１ 

（1）会員研修 ・会員対象研修会開催（法令周知関係・政治・経済等） 
・支部理事・監事等支部役員を対象とした研修会開催（法令周
知関係・政治・経済等） 

・「不動産キャリアパーソン」受講促進 
・「ハトサポ」利用促進、研修、指導 
・会員対象パソコン操作研修会開催 

（2）会員業務支援 ・会員限定法律相談（嘱託弁護士） 
・1 区 5 市 2 町行政、議会への意見提言、意見交換 
・書籍等配布（不動産手帳等） 
・賃貸不動産管理業協会加入促進、埼玉県宅建協同組合加入
促進、全宅住宅ローン利用促進 

・会員の各種厚生事業（チャリティゴルフ大会） 
・会員名簿作成 
・会員への会務等情報伝達のための広報誌発行 
・ホームページの更新・業界紙等広告 

（3）会員交流 ・青年部による各種交流会（名刺交換会、会員交流会） 
・会員親睦研修旅行 

法
人
管
理 

① 総務 ・総会開催・会員情報管理・会員表彰・会員慶弔・本部役員候補
者、本部委員候補者の推薦・支部規則、施行細則等の整備、
規定集の発行・支部事務所運営管理 

② 入退会計画等 ・入退会計画（入会者数：15 件、退会者数：18 件） 
・入会審査（面接・書類確認）・新規入会者加入促進 

③ 組織関係 ・支部組織強化 

④ 綱紀関係 ・懲戒事案の調査、倫理綱領の遵守徹底 

⑤ 財務 ・予算及び決算、会計処理 

⑥ 会費徴収事務 ・会費徴収業務、本部送金 

⑦ 広報業務 ・新聞広告やホームページによる協会 PR 

⑧ 会員配布物送付業務 ・会員へ配布物送付 
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北埼支部 令和８年度 事業計画書（案） 
（自：令和８年４月１日 至：令和９年３月３１日） 

事業区分 事業内容 

公
１ 

（1） 
宅建取引 
相談・助言 

ｱ 不動産無料相談員
による一般相談 

・不動産無料相談所を年 26 回実施 
・支部相談員に対する研修開催 

（2） 
宅建取引 
普及啓発 

ｱ-2 宅建オープンセミナー ・一般消費者、宅建業者対象研修会開催 

ｲ 展示会（不動産フェア） 
による普及啓発 

・不動産フェア会場において消費者への不動産取引知識にか
かる普及啓発及び安全取引にかかる情報提供活動 

（3） 
宅建業法､ 
関係法令､ 
業者情報提供 

ｲ 広報誌・ホームページ・
新聞等における情報提供 

・ホームページの更新 
・会員業者情報ホームページ提供 

ｳ 本支部事務所 
における情報提供 

・支部事務局窓口及び電話による各種申請、業法等情報の提
供 

（4） 
宅建取引調査・ 
資料収集・ 
情報提供 

ｱ 不動産流通標準情報
システム（レインズ） 

・レインズ加入促進 
・レインズ利用促進、研修、指導 

ｲ 不動産統計情報サイト 
（ハトマークサイト） 

・「ハトマークサイト」の消費者向け利用促進 

公
２ 

（1） 
宅建業者 
法令遵守 
指導・助言 

ｱ 法令遵守指導 ・法令遵守指導の実施 
・宅建業法等法令遵守のための法令遵守指導・助言 

ｲ 不動産広告に係る 
関係規約等の遵守・啓発 

・不動産に係る広告適正化の推進 

ｳ 宅地建物取引業法 
違反者に対する指導 

・宅建業法違反会員に対する注意・指導 

（2） 
専門的知識・
技能人材育成 

ｱ-2 宅建業法令研修会
（支部主催） 

・宅建業者、従事者対象研修開催 

ｲ-1 宅地建物取引士
法定講習会 

・宅地建物取引士法定講習会に関する情報提供 

（3） 
国・地方公共団体・関係 
諸団体等との連携協力 

ｱ 宅地建物取引士 
資格試験業務の実施 

・宅地建物取引士資格試験業務の公正な実施 

公
３ 

（1） 
住環境・ 
住生活向上を図る 
地域社会の 
健全発展・振興 

ｱ-1 トラスト基金自然環境保全
及び地域環境美化活動 

・屋外広告物法・県屋外広告物条例の遵守徹底 

ｲ  防犯対策・暴力追放
事業 

・青年部・レディス部事業として行う、防犯パトロール等地域安全
活動、羽生市・加須市暴力追放推進協議会への協力 

・防犯パトロール等地域安全活動 
・羽生市・行田市暴力追放推進協議会への協力 

ｳ-1 震災被災者支援 ・震災時等民間住宅提供支援協定に基づく活動 

ｳ-2 住宅確保要配慮者へ
賃貸住宅供給支援 

・行田市の火災時における民間賃貸住宅の斡旋に関する協定 

ｴ-3 地域住民対象
イベント等開催 

・加須市・羽生市・行田市の市民対象のまちづくり・空き家対策を
テーマとする研修会開催 

ｴ-4 公共団体へ代替地情報、企業
誘致物件情報提供等の支援等 

・加須市空き家バンク協定に基づく空き家対策活動 
・羽生市空き家バンク協定に基づく空き家対策活動 
・行田市空き家バンク協定に基づく空き家対策活動 

ｴ-5 宅地建物取引業
に関る意見提言 

・行田税務署管内資産税協議会への協力支援 

収
１ 

（2）会員提供品の販売 ・会員提供品販売等 

（3）関係団体等の事務受託 ・関係団体からの事務受託（資産税協議会） 

他
１ 

（1）会員研修 ・会員対象研修会開催（法令周知関係・政治・経済等） 
・支部理事・監事等支部役員を対象とした研修会開催（法令周
知関係・政治・経済等） 

・「ハトサポ」利用促進、研修、指導 
・会員対象パソコン操作研修会開催 

（2）会員業務支援 ・不動産合同チラシ 
・会員間物件情報交流 
・羽生市行政、議会への意見提言、意見交換 
・書籍等配布（不動産手帳等） 
・賃貸不動産管理業協会加入促進、埼玉県宅建協同組合加入
促進、全宅住宅ローン利用促進 

・ホームページの更新 

（3）会員交流 ・青年部による清掃活動・青年部ゴルフ会・各種交流会（新年
会、名刺交換会、会員交流会） 

・会員親睦研修旅行（羽生地区） 

法
人
管
理 

① 総務 ・総会開催・会員情報管理・会員表彰・会員慶弔・本部役員候補
者、本部委員候補者の推薦・支部規則、施行細則等の整備、
規定集の発行・支部事務所運営管理 

② 入退会計画等 ・入退会計画（入会者数：5 件、退会者数：5 件） 
・入会審査（面接・書類確認）・新規入会者加入促進 

③ 組織関係 ・支部組織強化 

④ 綱紀関係 ・懲戒事案の調査、倫理綱領の遵守徹底 

⑤ 財務 ・予算及び決算、会計処理 

⑥ 会費徴収事務 ・会費徴収業務、本部送金 

⑦ 広報業務 ・新聞広告やホームページによる協会 PR 

⑧ 会員配布物送付業務 ・会員へ配布物送付 
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県南支部 令和８年度 事業計画書（案） 
（自：令和８年４月１日 至：令和９年３月３１日） 

事業区分 事業内容 

公
１ 

（1） 
宅建取引 
相談・助言 

ｱ 不動産無料相談員
による一般相談 

・不動産無料相談所を年 49 回実施 
・支部相談員に対する研修開催 
・空き地・空き家活用ワンストップ相談事業 

（2） 
宅建取引 
普及啓発 

ｱ-2 宅建オープンセミナー ・一般消費者、宅建業者対象研修会開催 
※西部エリア及び支部独自での開催 

ｲ 展示会（不動産フェア） 
による普及啓発 

・不動産フェア和光市民祭り会場において消費者への不動産取
引知識にかかる普及啓発及び安全取引にかかる情報提供活動 

（3） 
宅建業法､ 
関係法令､ 
業者情報提供 

ｲ 広報誌・ホームページ・
新聞等における情報提供 

・不動産関係法令等の周知のための広報誌発行 
・ホームページの更新 
・会員業者情報ホームページ提供 

ｳ 本支部事務所 
における情報提供 

・支部事務局窓口及び電話による各種申請、業法等情報の提
供 

（4） 
宅建取引調査・ 
資料収集・ 
情報提供 

ｱ 不動産流通標準情報
システム（レインズ） 

・レインズ加入・利用促進 

ｲ 不動産統計情報サイト 
（ハトマークサイト） 

・「ハトマークサイト」の消費者向け利用促進 

公
２ 

（1） 
宅建業者 
法令遵守 
指導・助言 

ｱ 法令遵守指導 ・法令遵守指導の実施 
・宅建業法等法令遵守のための法令遵守指導・助言 

ｲ 不動産広告に係る 
関係規約等の遵守・啓発 

・不動産に係る広告適正化の推進 

ｳ 宅地建物取引業法 
違反者に対する指導 

・宅建業法違反会員に対する注意・指導 

（2） 
専門的知識・
技能人材育成 

ｲ-1 宅地建物取引士
法定講習会 

・宅地建物取引士法定講習会に関する情報提供 

（3） 
国・地方公共団体・関係 
諸団体等との連携協力 

ｱ 宅地建物取引士 
資格試験業務の実施 

・宅地建物取引士資格試験業務の公正な実施 

公
３ 

（1） 
住環境・ 
住生活向上を図る 
地域社会の 
健全発展・振興 

ｱ-1 トラスト基金自然環境保全
及び地域環境美化活動 

・宅建業法違反会員に対する注意・指導 

ｲ  防犯対策・暴力追放
事業 

・青年部事業として行う、防犯パトロール等地域安全活動 
・県南４市との協定に基づく町内会・自治会加入促進活動 
・朝霞市防犯推進計画会議委員の派遣 
・志木市高齢者見守り活動への参加 

ｳ-1 震災被災者支援 ・震災時等民間住宅提供支援協定に基づく活動・会員を通じて
情報提供の呼びかけ 

ｳ-2 住宅確保要配慮者へ
賃貸住宅供給支援 

・朝霞市の住宅確保要配慮者への居住支援会議への参加 

ｳ-4 ＡＥＤ（自動体外式
除細動器）普及啓発 

・ＡＥＤ操作講習 

ｴ-4 公共団体へ代替地情報、企業
誘致物件情報提供等の支援等 

・新座市の公共事業の施行に伴う代替地情報提供及び媒介に
関する協定に基づく協力 

・新座市・志木市・朝霞市との空き家バンク協定に基づく協力・
和光市空き家対策協議会への委員派遣 

・新座市・和光市・朝霞市との空き家等対策に関する協定に基
づく協力 

ｴ-5 宅地建物取引業
に関る意見提言 

・朝霞税務署管内資産税協議会への参加 

収
１ 

（3）関係団体等の事務受託 ・関係団体からの事務受託 
 
 

他
１ 

（1）会員研修 ・会員対象研修会開催（法令周知関係・政治・経済等） 
・支部理事・監事等支部役員を対象とした研修会開催（法令周
知関係・政治・経済等） 

・「不動産キャリアパーソン」の受講促進 
・「ハトサポ」利用促進、研修、指導 

（2）会員業務支援 ・会員間物件情報交流・県南４市行政、議会への意見提言、意
見交換・書籍等配布（不動産手帳等） 

・賃貸不動産管理業協会加入促進、埼玉県宅建協同組合加入
促進、全宅住宅ローン利用促進・会員の各種厚生事業 

・会員名簿発行 
・会員への会務等情報伝達のための広報誌発行 
・ホームページの更新・業界紙等広告 

（3）会員交流 ・各種交流会（新年会、名刺交換会、会員交流会） 
・会員親睦研修旅行 

法
人
管
理 

① 総務 ・総会開催・会員情報管理・会員表彰・会員慶弔・本部役員候補
者、本部委員候補者の推薦・支部規則、施行細則等の整備、
規定集の発行・支部事務所運営管理 

② 入退会計画等 ・入退会計画 入会者数 11 件 退会者数 14 件 
・入会審査（面接・書類確認）・新規入会者加入促進 

③ 組織関係 ・支部組織強化 

④ 綱紀関係 ・懲戒事案の調査、倫理綱領の遵守徹底 

⑤ 財務 ・予算及び決算、会計処理 

⑥ 会費徴収事務 ・会費徴収業務、本部送金 

⑦ 広報業務 ・新聞広告やホームページによる協会 PR 

⑧ 会員配布物送付業務 ・会員へ配布物送付 
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埼玉西部支部 令和８年度 事業計画書（案） 
（自：令和８年４月１日 至：令和９年３月３１日） 

事業区分 事業内容 

公
１ 

（1） 
宅建取引 
相談・助言 

ｱ 不動産無料相談員
による一般相談 

・不動産無料相談所を実施 
（月１回７会場・不動産フェア会場、支部事務所（随時）他） 

・会員紹介制度 
・支部相談員に対する研修開催（本部・４地区） 

（2） 
宅建取引 
普及啓発 

ｱ-2 宅建オープンセミナー ・一般消費者、宅建業者対象研修会開催（エリアウエストでの開催） 

ｲ 展示会（不動産フェア） 
による普及啓発 

・不動産フェア会場において消費者への不動産取引知識にか
かる普及啓発及び安全取引にかかる情報提供活動 

（3） 
宅建業法､ 
関係法令､ 
業者情報提供 

ｲ 広報誌・ホームページ・
新聞等における情報提供 

・不動産関係法令等の周知のための広報誌発行 
・ホームページの更新・会員業者情報ホームページ提供 

ｳ 本支部事務所 
における情報提供 

・支部事務局窓口及び電話による各種申請、業法等情報の提
供 

（4） 
宅建取引調査・
資料収集・ 
情報提供 

ｱ 不動産流通標準情報
システム（レインズ） 

・レインズ加入、利用促進、研修、指導 

ｲ 不動産統計情報サイト
（ハトマークサイト） 

・「ハトマークサイト」の消費者向け利用促進 

公
２ 

（1） 
宅建業者 
法令遵守 
指導・助言 

ｱ 法令遵守指導 ・法令遵守指導の実施 
・宅建業法等法令遵守のための法令遵守指導・助言 

ｲ 不動産広告に係る 
関係規約等の遵守・啓発 

・不動産に係る広告適正化の推進 

ｳ 宅地建物取引業法 
違反者に対する指導

・宅建業法違反会員に対する注意・指導 

（2） 
専門的知識・
技能人材育成 

ｱ-2 宅建業法令研修会
（支部主催） 

・宅建業者、従事者対象研修開催 

ｲ-1 宅地建物取引士
法定講習会 

・宅地建物取引士法定講習会に関する情報提供 

（3） 
国・地方公共団体・関係 
諸団体等との連携協力

ｱ 宅地建物取引士 
資格試験業務の実施

・宅地建物取引士資格試験業務の公正な実施 

公
３ 

（1） 
住環境・ 
住生活向上を図る 
地域社会の 
健全発展・振興

ｱ-1 トラスト基金自然環境保全
及び地域環境美化活動 

・屋外広告物法・県屋外広告物条例の遵守徹底 
・さいたま緑のトラスト基金へ寄附 
・地域の環境美化・浄化対策への協力支援 

ｲ  防犯対策・暴力追放
事業 

・青年部事業として行う、防犯パトロール等地域安全活動、関係
市町暴力追放推進協議会への協力、こども・女性１１０番の店
への協力 

・東入間防犯・暴力排除年末街頭キャンペーン 
・防犯パトロール、防災訓練等地域安全活動 
・防犯暴力排除推進協議会への協力 
・こども・女性１１０番の店への協力 
・自治会への加入促進に関する協定書に基づく協力支援 

ｳ-1 震災被災者支援 ・震災時等民間住宅提供支援協定に基づく活動 

ｳ-2 住宅確保要配慮者へ
賃貸住宅供給支援 

・埼玉県あんしん賃貸住宅住まいサポート店制度への協力支援 
・高齢者、障害者、生活困窮者等の入居支援制度への情報提
供等協力 

ｳ-3 産業廃棄物不法投棄
の情報提供事業協力 

・会員を通じて情報提供の呼びかけ 

ｳ-4 ＡＥＤ（自動体外式
除細動器）普及啓発

・ＡＥＤ操作講習 

ｴ-1 市民祭等参加とチャリ
ティ募金寄付等事業 

・社会福祉基金等寄付 

ｴ-3 地域住民対象
イベント等開催 

・地域住民を対象とした講演会等の開催 

ｴ-4 公共団体へ代替地情報、企業
誘致物件情報提供等の支援等 

・関係市町の代替地情報提供への協力 
・地方公共団体の定住促進事業に対する物件情報提供協力 
・関係市町村協定に基づく協力支援 
・空き家バンク協定に基づく空き家対策活動 
（ときがわ町、川島町、小川町、東秩父村、坂戸市、鶴ヶ島市、
嵐山町、東松山市、ふじみ野市、鳩山町、富士見市、川越市、
吉見町） 

・ワンストップ利活用相談事業に係る協定に基づく空き家対策活
動（ふじみ野市、富士見市、三芳町、川島町、東松山市） 

・企業立地推進の促進に関する連携協定に基づく活動 
（川越市） 

ｴ-5 宅地建物取引業
に関る意見提言 

・川越税務署、東松山税務署管内資産税協議会への協力支援 

収 （2）会員提供品の販売 ・会員提供品販売等 

（3）関係団体等の事務受託 ・関係団体からの事務受託 

他
１ 

（1）会員研修 ・会員対象研修会開催（法令周知関係・政治・経済等） 
・支部理事・監事等支部役員を対象とした研修会開催 
（法令周知関係・政治・経済等） 

・「不動産キャリアパーソン」の受講促進 
・「ハトサポ」利用促進、研修、指導 
・青年部員対象研修会開催 

（2）会員業務支援 ・会員間物件情報交流 
・関係市町行政、議会への意見提言、意見交換 
・書籍等配布（あなたの不動産税金は、不動産手帳等） 
・賃貸不動産管理業協会加入促進、埼玉県宅建協同組合加入
促進、全宅住宅ローン利用促進 

・支部役員を対象とした研修会（行政機関研修会） 
・支部役員を対象とした意見交換会（地域を知る勉強会） 
・会員名簿発行 
・会員への会務等情報伝達のための広報誌発行 
・ホームページの更新・業界紙等広告 

（3）会員交流 ・会員の各種厚生事業（会員ゴルフ大会） 
・各種交流会（新年賀詞交歓会、名刺交換会、会員交流会） 
・地区開催各種交流会（ゴルフ大会、親睦旅行、新年賀詞交歓
会） 

・会員親睦研修旅行 

法
人
管
理 

① 総務 ・総会開催・会員情報管理・会員表彰・会員慶弔・本部役員候補
者、本部委員候補者の推薦・支部規則、施行細則等の整備、
規定集の発行 

・支部事務所運営管理・支部だよりの発行 

② 入退会計画等 ・入退会計画（入会者数：24 件、退会者数：27 件） 
・入会審査（面接・書類確認） 
・新規入会者加入促進 

③ 組織関係 ・支部組織強化、地区事業の把握 

④ 綱紀関係 ・懲戒事案の調査、倫理綱領の遵守徹底 

⑤ 財務 ・予算及び決算、会計処理 

⑥ 会費徴収事務 ・会費徴収業務、本部送金 

⑦ 広報業務 ・新聞広告やホームページによる協会 PR 

⑧ 会員配布物送付業務 ・会員へ配布物送付  
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所沢支部 令和８年度 事業計画書（案） 
（自：令和８年４月１日 至：令和９年３月３１日） 

事業区分 事業内容 

公
１ 

（1） 
宅建取引 
相談・助言 

ｱ 不動産無料相談員
による一般相談 

・不動産無料相談所を年 14 回実施（所沢市役所ロビー：6 回、
事務局：6 回、不動産フェア：1 回） 

・空き地・空き家活用ワンストップ相談事業 

ｲ 弁護士による 
不動産法律相談 

・弁護士不動産法律相談を年 3 回実施 

（2） 
宅建取引 
普及啓発 

ｱ-2 宅建オープンセミナー ・一般消費者、宅建業者対象研修会開催 
（西部エリアでの開催） 

ｲ 展示会（不動産フェア） 
による普及啓発 

・不動産フェア、消費者への不動産取引知識にかかる普及啓
発、及び安全取引にかかる情報提供活動 

（3） 
宅建業法､ 
関係法令､ 
業者情報提供 

ｲ 広報誌・ホームページ・
新聞等における情報提供 

・不動産関係法令等の周知のための広報誌発行（12 回） 
・ホームページの更新 
・会員業者情報ホームページ提供 

ｳ 本支部事務所 
における情報提供 

・支部事務局窓口及び電話による各種申請 
・業法等情報の提供 

（4） 
宅建取引調査・
資料収集・ 
情報提供 

ｱ 不動産流通標準情報
システム（レインズ） 

・レインズ加入・利用促進 

公
２ 

（1） 
宅建業者 
法令遵守 
指導・助言 

ｱ 法令遵守指導 ・法令遵守指導の実施 
・宅建業法等法令遵守のための法令遵守指導・助言 

ｳ 宅地建物取引業法 
違反者に対する指導

・宅建業法違反会員に対する注意・指導 

（3） 
国・地方公共団体・関係 
諸団体等との連携協力

ｱ 宅地建物取引士 
資格試験業務の実施

・宅地建物取引士資格試験業務の公正な実施 

公
３ 

（1） 
住環境・ 
住生活向上を図る 
地域社会の 
健全発展・振興

ｱ-1 トラスト基金自然環境保全
及び地域環境美化活動 

・所沢市の緑の基金へ寄附 

ｲ  防犯対策・暴力追放
事業 

・所沢市暴力追放推進協議会への協力 
・所沢市公共団体と地域振興につながる提携協力支援 
（自治会等の加入促進などの協定） 

・所沢市暴力追放推進協議会への協力 
・自治会への加入促進 

ｳ-1 震災被災者支援 ・震災時等民間住宅提供支援協定に基づく活動 

ｴ-4 公共団体へ代替地情報、企業
誘致物件情報提供等の支援等

・所沢市の企業誘致活動に対する物件情報提供 
・所沢市の空き地・空き家対策への対応（事業用物件情報の会
員提供） 

収
１ 

（2）会員提供品の販売 ・会員提供品販売等 

（3）関係団体等の事務受託 ・関係団体からの事務受託 

他
１ 

（2）会員業務支援 ・会員限定法律相談 
・所沢市行政、議会への意見提言、意見交換 
・書籍等配布（不動産手帳等） 
・賃貸不動産管理業協会加入促進、埼玉宅建協同組合加入促
進、全宅住宅ローン利用促進 

・会員名簿発行 

（3）会員交流 ・チャリティゴルフ大会開催 
・レディス部会（年 1 回開催） 
・新年賀詞交歓会開催 
・会員親睦研修旅行 

法
人
管
理 

① 総務 ・総会開催・会員情報管理・会員表彰・会員慶弔・本部役員候補
者、本部委員候補者の推薦・支部規則、施行細則等の整備、
規定集の発行・支部事務所運営管理 

② 入退会計画等 ・入退会計画（入会者数：8 件、退会者数：10 件） 
・入会審査（面接・書類確認） 
・新規入会者加入促進 

③ 組織関係 ・支部組織強化 
・支部統合に向けた合理的組織運営の協議 

④ 綱紀関係 ・懲戒事案の調査、倫理綱領の遵守徹底 

⑤ 財務 ・予算及び決算、会計処理 

⑥ 会費徴収事務 ・会費徴収業務、本部送金 

⑧ 会員配布物送付業務 ・会員へ配布物送付 
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彩西支部 令和８年度 事業計画書（案） 
（自：令和８年４月１日 至：令和９年３月３１日） 

事業区分 事業内容 

公
１ 

（1） 
宅建取引 
相談・助言 

ｱ 不動産無料相談員
による一般相談 

・不動産無料相談所を年 44 回実施 
・支部相談員に対する研修開催 
・狭山市空家等ワンストップ相談窓口事業 
・不動産フェアにおいて不動産無料相談所を年 1 回実施 

（2） 
宅建取引 
普及啓発 

ｱ-2 宅建オープンセミナー ・一般消費者、宅建業者対象研修会開催（西部エリアでの開催）
・青年部による宅建オープンセミナーの協力活動 

ｲ 展示会（不動産フェア） 
による普及啓発 

・不動産フェア万燈祭り会場において消費者への不動産取引知
識にかかる普及啓発及び安全取引にかかる情報提供活動 

（3） 
宅建業法､ 
関係法令､ 
業者情報提供 

ｲ 広報誌・ホームページ・
新聞等における情報提供 

・不動産関係法令等の周知のための広報誌発行 
・ホームページの更新 
・会員業者情報ホームページ提供 

ｳ 本支部事務所 
における情報提供 

・支部事務局窓口及び電話による各種申請、業法等情報の提
供 

（4） 
宅建取引調査・
資料収集・ 
情報提供 

ｱ 不動産流通標準情報
システム（レインズ） 

・レインズ加入・利用促進・指導 

ｲ 不動産統計情報サイト
（ハトマークサイト） 

・「ハトマークサイト」の消費者向け利用促進 

公
２ 

（1） 
宅建業者 
法令遵守 
指導・助言 

ｱ 法令遵守指導 ・法令遵守指導の実施 
・宅建業法等法令遵守のための法令遵守指導・助言 
・宅地建物取引における人権問題の周知 
・人権問題協議会へ参画 

ｲ 不動産広告に係る
関係規約等の遵守・啓発 

・不動産に係る広告適正化の推進 

ｳ 宅地建物取引業法 
違反者に対する指導

・宅建業法違反会員に対する注意・指導 

（2） 
専門的知識・
技能人材育成 

ｱ-1 宅建業法定研修会
（本部主催） 

・宅建業者法定研修会設営協力 

ｱ-2 宅建業法令研修会
（支部主催） 

・宅建業者、従事者対象研修開催 

ｲ-1 宅地建物取引士
法定講習会 

・宅地建物取引士法定講習会に関する情報提供 

（3） 
国・地方公共団体・関係 
諸団体等との連携協力

ｱ 宅地建物取引士 
資格試験業務の実施

・宅地建物取引士資格試験業務の公正な実施 

公
３ 

（1） 
住環境・ 
住生活向上を図る 
地域社会の 
健全発展・振興

ｱ-1 トラスト基金自然環境保全
及び地域環境美化活動 

・屋外広告物法・県屋外広告物条例の遵守徹底 
・青年部によるエコキャップ分別回収活動 
・青年部による狭山市駅周辺清掃活動 

ｲ  防犯対策・暴力追放
事業 

・青年部による防犯パトロール等地域安全活動 
・狭山市暴力追放推進協議会への協力 
・自治会への加入促進に関する情報提供 
・狭山市、入間市暴力排除推進協議会へ参画 

ｳ-1 震災被災者支援 ・住宅火災・震災時等民間賃貸住宅情報提供支援及び継続確
認 

・行政との協定締結に基づく活動 

ｳ-4 ＡＥＤ（自動体外式
除細動器）普及啓発

・青年部による埼玉西部消防署との共催によるＡＥＤ操作講習 
・ＡＥＤ設置 

ｴ-4 公共団体へ代替地情報、企業
誘致物件情報提供等の支援等 

・4 市 2 町の代替地情報提供への協力 
・入間市、飯能市、日高市、毛呂山町空き家バンク協定に基づく
空き家対策活動及び継続確認 

・“農のある暮らし”「飯能住まい」土地マッチング業務に関する協
定に基づく協力活動及び継続確認 

・行政空家対策協議会へ参画 
・行政との協定締結に基づく活動 

収
１ 

（2）会員提供品の販売 ・会員提供品販売（REAL PARTNER DAIRY） 
・会員提供品販売等 

（3）関係団体等の事務受託 ・「ハトサポ」利用促進、指導 
・関係団体からの事務受託 

他
１ 

（1）会員研修 ・会員対象研修会開催（法令周知関係・政治・経済等） 
・支部理事・監事等支部役員を対象とした研修会開催（法令周
知関係・政治・経済等） 

・「不動産キャリアパーソン」の受講促進 

（2）会員業務支援 ・宅地建物取引業免許更新の助言 
・宅地建物取引業免許更新事前確認事務（ハガキ･電話･FAX
等） 

・会員限定法律相談 
・会員無料書籍配布（あなたの不動産税金は） 
・4 市 2 町行政、議会への意見提言、意見交換 
・土地住宅政策に関する会員のニーズの把握（会員からのアン
ケート等情報収集） 

・書籍等配布（REAL PARTNER DAIRY） 
・賃貸不動産管理業協会加入促進、埼玉県宅建協同組合加入
促進、全宅住宅ローン利用促進 

・会員への会務等情報伝達のための広報誌発行 
・ホームページの更新 

（3）会員交流 ・青年部の運営に関する支援 
・会員及び従業員による研修旅行 
・支部主催ゴルフコンペ 

法
人
管
理 

① 総務 ・総会開催・会員情報管理・会員表彰・会員慶弔・本部役員候補
者、本部委員候補者の推薦・支部規則、施行細則等の整備、
規定集の発行・ブロックの管理・支部事務所運営管理・ブロック
別意見交換会の開催 

② 入退会計画等 ・入退会計画（入会者数：6 件、退会者数：11 件） 
・入会審査（面接・書類確認）・新規入会者加入促進 

③ 組織関係 ・支部組織強化 

④ 綱紀関係 ・懲戒事案の調査、倫理綱領の遵守徹底 

⑤ 財務 ・予算及び決算、会計処理 

⑥ 会費徴収事務 ・会費徴収業務、本部送金 

⑦ 広報業務 ・ホームページによる協会 PR 

⑧ 会員配布物送付業務 ・会員へ配布物送付 
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秩父支部 令和８年度 事業計画書（案） 
（自：令和８年４月１日 至：令和９年３月３１日） 

事業区分 事業内容 

公
１ 

（1） 
宅建取引 
相談・助言 

ｱ 不動産無料相談員
による一般相談 

・不動産無料相談所を年 12 回実施 
・不動産無料相談員会議の開催 
・本部主催の相談員 Web 研修会への参加 
・秩父市報による不動産無料相談の PR 

（2） 
宅建取引 
普及啓発 

ｱ-2 宅建オープンセミナー ・一般消費者、宅建業者対象研修会開催 
※北部エリアでの開催 

ｲ 展示会（不動産フェア） 
による普及啓発 

・不動産フェア開催会場において消費者への不動産取引知識
にかかる普及啓発及び安全取引にかかる情報提供活動 

（3） 
宅建業法､ 
関係法令､ 
業者情報提供 

ｲ 広報誌・ホームページ・
新聞等における情報提供 

・ホームページの更新 
・会員業者情報ホームページ提供 

ｳ 本支部事務所 
における情報提供 

・支部事務局窓口及び電話による各種申請、業法等情報の提
供 

（4） 
宅建取引調査・ 
資料収集・ 
情報提供 

ｱ 不動産流通標準情報
システム（レインズ） 

・レインズ加入・利用促進、研修、指導 

ｲ 不動産統計情報サイト 
（ハトマークサイト） 

・「ハトマークサイト」の消費者向け利用促進 

公
２ 

（1） 
宅建業者 
法令遵守 
指導・助言 

ｱ 法令遵守指導 ・法令遵守指導の実施 
・宅建業法等法令遵守のための法令遵守指導・助言 

ｲ 不動産広告に係る 
関係規約等の遵守・啓発 

・不動産に係る広告適正化の推進 

ｳ 宅地建物取引業法 
違反者に対する指導 

・宅建業法違反会員に対する注意・指導 

（2） 
専門的知識・
技能人材育成 

ｱ-2 宅建業法令研修会
（支部主催） 

・宅建業者、従事者対象研修開催 
※北部エリアでの開催 

ｲ-1 宅地建物取引士
法定講習会 

・宅地建物取引士法定講習会に関する情報提供 

（3） 
国・地方公共団体・関係 
諸団体等との連携協力 

ｱ 宅地建物取引士 
資格試験業務の実施 

・宅地建物取引士資格試験業務の公正な実施 

公
３ 

（1） 
住環境・ 
住生活向上を図る 
地域社会の 
健全発展・振興 

ｱ-1 トラスト基金自然環境保全
及び地域環境美化活動 

・屋外広告物法・県屋外広告物条例の遵守徹底 
・さいたま緑のトラスト基金へ寄附 
・秩父地域の環境美化・浄化対策への協力支援 

ｲ  防犯対策・暴力追放
事業 

・青年部・レディス部事業として行う、防犯パトロール等地域安全
活動、秩父地区暴力排除推進協議会への協力 

・防犯パトロール等地域安全活動 
・秩父地区暴力排除推進協議会への協力 

ｳ-1 震災被災者支援 ・震災時等民間住宅提供支援協定に基づく活動 

ｳ-2 住宅確保要配慮者へ
賃貸住宅供給支援 

・秩父市の高齢者、障害者、生活困窮者等の入居支援制度へ
の情報提供等協力 

ｳ-3 産業廃棄物不法投棄
の情報提供事業協力 

・会員を通じて情報提供の呼かけ 
・廃棄物不法投棄監視パトロールの実施 

ｴ-4 公共団体へ代替地情報、企業
誘致物件情報提供等の支援等 

・郡内市町の代替地情報提供への協力 
・郡内市町の企業誘致活動に対する物件情報提供 
・ちちぶ定住自立圏空き家バンクへの推進協力 
・秩父市、横瀬町、小鹿野町、空き家等対策協議会への推進協力 
・小鹿野町立地適正化計画策定委員会への推進協力 

ｴ-5 宅地建物取引業
に関る意見提言 

・秩父税務署管内資産税協議会への協力支援 

収
１ 

（2）会員提供品の販売 ・会員提供品販売等 

（3）関係団体等の事務受託 ・関係団体からの事務受託 

他
１ 

（1）会員研修 ・会員対象研修会開催（法令周知関係・政治・経済等） 
・「不動産キャリアパーソン」の受講促進 
・支部理事・監事等支部役員を対象とした研修会開催（法令周
知関係、政治、経済等） 

・「ハトサポ」利用促進 
・青年部事業として行う各種研修会・勉強会の開催 

（2）会員業務支援 ・会員限定法律相談 
・不動産合同チラシ 
・会員間物件情報交流 
・秩父市行政、議会への意見提言、意見交換 
・書籍等配布（不動産手帳等） 
・賃貸不動産管理業協会加入促進、埼玉県宅建協同組合加入
促進、全宅住宅ローン利用促進 

・会員名簿発行 
・ホームページの更新・業界紙等広告 

（3）会員交流 ・各種交流会（新年会、会員交流会） 
・会員親睦研修旅行 

法
人
管
理 

① 総務 ・総会開催・会員情報管理・会員表彰・会員慶弔・本部役員候補
者、本部委員候補者の推薦・支部規則、施行細則等の整備、
規定集の発行・支部事務所運営管理 

② 入退会計画等 ・入退会計画 入会者数 2 件 退会者数 1 件 
・入会審査（面接・書類確認）・新規入会者加入促進 

③ 組織関係 ・支部組織強化 

④ 綱紀関係 ・懲戒事案の調査、倫理綱領の遵守徹底 

⑤ 財務 ・予算及び決算、会計処理 

⑥ 会費徴収事務 ・会費徴収業務、本部送金 

⑦ 広報業務 ・新聞広告やホームページによる協会 PR 

⑧ 会員配布物送付業務 ・会員へ配布物送付 
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